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連節バスの運行状況と北九州市における導入可能性に関する研究 
 

内田 晃 
 
Ⅰ 調査の背景と目的 

Ⅱ 連節バスの歴史と車両の特徴 

Ⅲ 日本における連節バスの運行状況 

Ⅳ 北九州市におけるモデルケーススタディ 

Ⅴ まとめ 

 
＜要旨＞ 

本研究では近年全国各地で導入されている連節バスを取り上げる。連節バスは従来型の

バスの 1.5～1.8 倍程度の乗車人員を確保でき、高速大量輸送、乗務員削減による運行効率

の向上などが期待される次世代のバスシステムである。まず、日本の各都市で既に導入さ

れている連節バスについて、運用形態、道路形状、バス停等の運行状況を整理し、連節バ

スの運行に適した諸条件を明らかにした。さらに、北九州市での運行が想定される幹線軸

において、現状の運行形態、乗り継ぎ路線、バス停や道路等の都市空間、交通規制などの

状況を分析し、北九州市における新たなバス路線再編案を提示した。 

 
＜キーワード＞ 
 公共交通（Public Transportation）、ＢＲＴ（Bus Rapid Transit）、連節バス（Bi- 

articulated bus)、バス停（Bus Stop） 
 
Ⅰ 調査の背景と目的 

 近年、都市におけるバスなどの公共交通利用者数は、都市の郊外化や市民のクルマ利用

の拡大によって年々右肩下がりで減少しており、特に近年はその傾向が顕著である。公共

交通利用者の減少は、バス路線の廃止、減便などのサービス低下をもたらし、それが更な

る利用者減に向かう『負の循環』を引き起こしている。結果として公的な移動手段が確保

されていない「公共交通不便地域」は郊外や山間部の人口密度の低い地区にとどまらず、

人口減少や高齢化が進展しつつある市街地にまで侵食してきているのが現状である。 

北九州市では公共交通への利用転換を図り、市民の多様な移動手段が確保された交通体

系を実現するため、平成 26 年に「地域公共交通網形成計画」を策定した。計画に盛り込ま

れた 30 施策の中でも特に優先度の高い重点施策として挙げられたのが「幹線バス路線の高

機能化」である。元々路面電車があった北九州市は、廃止代替路線として多くの高頻度バ

ス路線が残っており、その沿線は現在でもスーパーや医療機関等が立地し、利便性の高い

市街地が形成されている。したがってこの沿線における幹線バス路線の高機能化は、クル
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マを持たない高齢者や若い世代にとっても魅力のある住環境をもたらし、北九州市がめざ

している「歩いて暮らせるまちづくり」の推進に大きく寄与するものと期待されるところ

である。この幹線バス路線の高機能化の手法として期待されるのがＢＲＴである。 

ＢＲＴとは Bus Rapid Transit の頭文字を取った略語で「バス高速輸送システム」の意

味である。鉄道や路面電車の導入よりもイニシャルコストが安価なことから、近年は発展

途上国であるアジアや南米の都市で数多く展開されている。日本でも千葉市、新潟市、福

岡市などで相次いで導入されている。 同システムの特徴は一度に多くの乗客を運べるだけ

でなく、斬新的なデザイン性を活かして幹線バス路線を市民に視覚的に訴求し得る点であ

る。このような新しい次世代型のモビリティは北九州市が考える「幹線バス路線の高機能

化」に相応しい手段の一つとして考えられるが、利用者との接点となるバス停や走行する

道路空間などは旧来型のバスに準拠したものであり、ＢＲＴ走行に適した都市空間のあり

方など、本格的運用には数多くの課題を含んでいる。 

以上のような背景から、本研究ではまず、日本の各都市で既に導入されている連節バス

について、運用形態、道路形状、バス停等の運行状況を整理し、連節バスの運行に適した

諸条件を明らかにする。さらに、北九州市での運行が想定される路線の現地調査を実施し、

北九州市でのモデル路線を提案することを目的とする。 

 
Ⅱ 連節バスの歴史と車両の特徴 

１．日本での連節バスの歴史 

 我が国で本格的に連節バスが営業運行されたのは昭和 60 年に茨城県で開催された「つく

ば科学万博」の際で、当時の国鉄常磐線万博中央駅（現：ひたち野うしく駅）から会場ま

でのメインアクセス手段として 100 台が導入された。車両はスウェーデンのボルボ製 B10M

（ボディは富士重工業製）で、運行は複数事業者に委託する形で実施された。万博終了後、

多くの車両は海外へ輸出されたが、東京都心と成田・羽田両空港間のリムジンバスを運行

している東京空港交通㈱が 19 台を譲り受け、都心のシティエアターミナルと成田空港間を

結ぶ路線に導入した。ただ運行に当たっては一般道路を運行できない等の制約が多かった

ため、のちに廃止された。同社が成田空港内のランプバスとして使用していた 3 台は平成

11 年に北海道旭川市の旭川電気軌道へ移籍し、その後、スクールバスとして平成 16 年ま

で運用された。上記のケースはいずれも路線が固定され、かつ途中にバス停が設置されて

いない直行の運行スタイルであった。 

 途中のバス停で停車し乗降取り扱いを行うスタイルで本格的に路線に導入されたのは平

成 10 年の千葉市幕張地区で、京成バスがつくば万博でも導入されたボルボ製 B10M を 10

台運行した。同地区では平成 22 年よりメルセデス・ベンツ社製シターロが導入され、現在

でも運行されている。このシターロは平成19年に神奈川中央交通に 4台が初めて輸入され、

その後全国各地の事業者に拡大していった。 
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２．車両の特徴 

 「連節バス」は日本工業規格(JIS)の「JISD0101 自動車の種類に関する用語」において、

「二つの堅ろうな部分（客室）で構成され、関節継手で連結されているバス」と定められ

ている 1)。通常の路線バスに相当する先頭車両の後部に、関節で複数台のバスが連結され

た構造となっており、先頭車両が前後２軸、後部の車両は後部 1 軸となっている。各車両

間には幌があり通り抜けることができる。現在、我が国に導入されている連節バスはすべ

て海外製の輸入車である。最も多い 6 社で使用されているのがメルセデス・ベンツ社製の

シターロＧで、その他ネオプラン社製のセントロライナー、スカニア製エンジンを搭載し

たボルグレン製の 3 種類のバスが使用されている。図 1 にネオプラン社製のバスの諸元を

示す。いずれの車種も全長が約 18 メートルと通常の路線バスの約 1.8 倍ある。また、シタ

ーロＧの全幅は日本の安全保安基準である 2.5 メートルを超えた 2.55ｍ（欧州基準）とな

っている。そのため、各都市での運行にあたっては道路運送車両法、道路法、道路交通法

の許可申請を受けて運用されている。 

 

 
出典：神奈川中央交通ホームページ（http://www.kanachu.co.jp/service/twinliner/vehicle.html） 

図 1 ネオプラン社製セントロライナーの諸元 

 
Ⅲ 日本における連節バスの運行状況 

１．運行都市 

 平成 29 年 12 月現在、国内では 7 事業者が 9 都市で連節バスを定期バス路線に導入して

いる。表 1 にその概要を示す。 
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表 1 連節バス運行事業者の概要 

運行事業者 運行都市 車両 台数 主な運行区間 

京成バス 千葉市 シターロ 15 台 幕張本郷駅～幕張メッセなど 3

路線 

神奈川中央交通 神奈川県藤沢市 セントロライナー 4 台 湘南台駅～慶応義塾大学湘南

藤沢キャンパス 

神奈川県厚木市 シターロ 4 台 厚木バスセンター～厚木アク

ストなど 2 路線 

東京都町田市 シターロ 4 台 町田バスセンター～山崎団地 

岐阜乗合自動車 岐阜市 シターロ 4 台 岐阜駅～岐阜大学など 3 路線 

神姫バス 兵庫県三田市 シターロ 2 台 新三田駅～関西大学など 4路線 

新潟交通 新潟市 スカニア・ボルグレン 4 台 新潟駅～青山 

近江鉄道バス 滋賀県草津市 シターロ 2 台 南草津駅～立命館大学 

西鉄バス 福岡市 スカニア・ボルグレン 2 台 都心循環及び営業所～博多港

国際ターミナルの 3 路線 シターロ 6 台 

出典：「ＢＲＴの取り組み状況及び支援制度」国土交通省（www.mlit.go.jp/common/001021380.pdf） 

他各事業者公式ウェブサイト 

 
(1)京成バス 

京成バスは千葉県市川市に本社を置く京成電鉄株式会社を親会社とするバス会社で、主

に千葉県北西部及び東京都東部地区を営業エリアとしている。前述したように、我が国で

連節バスを一般路線バスに導入した最初のバス会社である。従業者数約 4 万人を抱える千

葉市幕張新都心地区へのアクセスを確保するため、平成 10 年につくば万博でも使用された

ボルボ製 B10M の車両 10 台が導入され、その後平成 22 年 2 月に老朽化した全 10 台の車両

はメルセデス・ベンツ社製のシターロに置き換えられ、同年 12月に 5台が追加導入された。

現在では 15 台が活躍している全国でも最大規模の連節バス運行事業者である。 

運行路線はＪＲ・京成幕張本郷駅を起点とし、ＪＲ海浜幕張駅、コンベンション施設で

ある幕張メッセ、千葉ロッテマリーンズの本拠地である ZOZO マリンスタジアムなどの大規

模集客施設を結んでいる。幕張本郷駅と海浜幕張駅間は、ピーク時は１時間当たり 3 千人

を運ぶ日本でも稀な高密度路線 2）であり、平日午前 8 時台は１時間当たり 52 本というほ

ぼ 1分間隔で運行されている。このうちの半分に当たる 26本が連節バスで運行されており、

ラッシュ緩和に大きく貢献している。また土日祝日も 1 時間当たり最大 8 本が連節バスに

よる運行である。さらに運行時間帯についても他の多くの事業者がラッシュが終わる夕方

以降は運行していないのに対し、同地区では平日が午前 6 時台から午前 0 時台まで、土日

祝日も午前 6 時台から午後 10 時台まで運行しているのが特徴である。 

サービスに関する全国初の取り組みとしては、前扉乗車口右側にもＩＣカードリーダー

を設置し、二列同時乗車を可能としている。定員が 100 名を超える連節バスではスムーズ

な乗降が必要となるため、このような運用はバス停での時間短縮に効果的である。また、
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車内のモニターを二画面表示とし、左側には運賃表を右側には到着駅における鉄道の運行

情報を提供している。グループ会社の京成電鉄だけでなく、ＪＲ（総武本線、京葉線、武

蔵野線）にも対応している点が、会社間連携を展開している好事例であると言える。 

 

  

写真 1 京成バスの車両            写真 2 鉄道情報が掲載される前方モニター 

 

(2)神奈川中央交通 

神奈川中央交通は神奈川県平塚市に本社を置く東日本最大のバス会社で、神奈川県全域

及び東京都の南多摩地域を営業エリアとしている。連節バスは藤沢市の小田急・相鉄の湘

南台駅から慶応義塾大学藤沢キャンパス間を結ぶ路線に平成 17 年に導入された。当時は既

に富士重工業がボルボ製車両のシャーシ製造を中止していたため、ドイツ・ネオプラン社

製のセントロライナーが輸入され、「ツインライナー」という名称で運行が開始された。同

車両はノンステップバスで、連節バスとしては日本初のバリアフリー対応車両であった。

その後、平成 20 年に厚木営業所（厚木市）、平成 24 年には町田営業所（町田市）でも導入

されたが、セントロライナーの日本向け製造が中止されていたこともあり、車両は京成バ

スで使用されていたメルセデス・ベンツ社製のシターロが選定されている。各営業所には

それぞれ 4 台の連節バスが配備されており、全車両とも「ツインライナー」という愛称が

付けられている。 

運行路線は藤沢市が湘南台駅から慶応中高等部前の 1 ルート、厚木市が厚木バスセンタ

ーから厚木アクスト（26 階建てのオフィスビル）、神奈川工科大学の 2 ルート、町田市が

町田バスセンターから山崎団地センターを結ぶ 1 ルートとなっている。町田市の路線はタ

ーミナル駅と郊外の住宅団地を結んでいるのに対し、他の 2 市の 3 ルートはいずれも駅と

大学、業務施設といった特定の時間帯に乗客が集中する特性を持った路線である。 
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写真 3 慶応藤沢キャンパスでの乗車光景    写真 4 山崎団地センターでの乗車光景 

 

(3)岐阜乗合自動車 

岐阜乗合自動車は岐阜市に本社を置く名鉄グループのバス会社で、主に岐阜市、各務原

市など岐阜都市圏を営業エリアとしている。連節バスはＪＲ岐阜駅から岐阜大学病院を結

ぶ路線に平成 23 年にメルセデス・ベンツ社製シターロが 2 台導入され、市内を流れる長良

川にちなんで「清流ライナー」という愛称が付けられている。平成 24 年には市内を巡回す

る「清流ライナー市内ループ線」の社会実験が実施され、その後は土日祝日のみで正式運

行されている。さらに平成 26 年には新たに 2 台が追加投入されて、「清流ライナー下岩崎

線」が新たに開設された。 

運行路線はＪＲ岐阜駅を拠点に岐阜大学病院、下岩崎、及び市内ループの 3 ルートとな

っている。岐阜大学病院ルートと下岩崎ルートは平日のみの運行で、それぞれ 2 台が張り

付いている。市内ループ線は左回りのみの運行で、土日祝日のみの運行で、他ルートの 4

台の車両が使用されている。なお岐阜大学病院ルートは学休日（夏休み、春休み等）は半

数程度しか運行されない。 

   

写真 5 長良川を渡る連節バス          写真 6 清流ライナー専用の始発バス停 
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(4)神姫バス 

神姫バスは兵庫県姫路市に本社を置くバス会社で、神戸市を含む兵庫県南部及び大阪府

や岡山県の一部を営業エリアとしている。連節バスは三田市のＪＲ新三田駅及び三田駅を

起点とする路線に平成 25 年にメルセデス・ベンツ社製シターロが 2 台導入され、公募で決

定した「オレンジアロー 連 SANDA 号」の愛称が付けられている。 

運行路線はＪＲ新三田駅から関西学院大学、ゆりのき台 4 丁目、テクノパークの 3 ルー

ト、及びＪＲ三田駅から関西学院大学の合計 4 ルートである。住宅街であるゆりのき台ル

ート以外は大学関係者及び工場団地の従業者を対象とした路線であるため平日のみの運行

となっている。 

平成 29 年 7 月の週末計 5 日間、は神戸市で将来の連節バス導入を見据えた社会実験が実

施され、三田営業所に配属されている連節バス 1 台が投入された。当日はＪＲ三ノ宮駅前

から「海フェスタ神戸」のメイン会場である中突堤へ 4 往復、神戸空港へ 2 往復の合計 10

便が運行された。事前に新聞やテレビで告知されていたこと、片道 100 円という低価格で

あったこと、また連節バスの珍しさで連日多くの客が利用していた。このような社会実験

を実施するにあたっては近隣で導入中の車両が活用されるケースが多い。 

   

写真 7 ＪＲ三田駅のバス乗り場         写真 8 神戸市での社会実験走行 

 

(5)新潟交通 

新潟交通は新潟市に本社を置くバス会社で、新潟市を中心に県内下越地方を営業エリア

としている。新潟市はＢＲＴの運行と全市的なバス路線の再編によって、将来にわたって

バス路線を維持・拡充していくバス体系「新バスシステム」3)を提唱しており、都市機能

が集まる都心部の基幹公共交通軸においてＢＲＴを運行し、過度にマイカーに依存しなく

ても快適に移動できるまちなかにふさわしい質の高い交通環境の実現を目指している。そ

の実現のため、基幹公共交通軸として位置づけられているＪＲ新潟駅から萬代橋、市役所、

白山駅を経て青山方面へとつながる路線「萬代橋ライン」に新たに平成 27 年より連節バス

が投入された。車両はスカニア製エンジンを搭載したオーストラリア・ボルグレン製のも

のが 4 台導入され、公募により決定した「ツインくる」の愛称が付けられている。 
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運行路線はＪＲ新潟駅から青山までの 1 ルートのみであるが、新バスシステムで提唱さ

れているように郊外の起点バス停である青山からは郊外の数方向へと延びるフィーダーバ

ス系統へと乗り継ぎできる。また、青山バス停に隣接するイオン新潟青山店内にはバス時

刻やＪＲ新潟駅からの列車発着情報などが提供されるモニターも設置してあり、乗客の利

便性向上が図られている。 

 

 

図 2 新潟市の新バスシステムにおける路線再編イメージ 3) 

 

   

写真 9 新潟市役所前のバス乗り場       写真 10 店内に設置された情報モニター 

 

(6)近江鉄道バス 

近江鉄道バスは滋賀県彦根市に本社を置く西武鉄道グループのバス会社で、滋賀県の南

部を主な営業エリアとしている。連節バスは平成 25 年度に草津市が策定した「草津市総

合交通戦略」4）や、同年度に滋賀県が策定した「滋賀交通ビジョン」5）の中で新たな交通
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システムとして位置付けられたもので、草津市のＪＲ南草津駅から立命館大学を結ぶ路線

に平成 28 年にメルセデス・ベンツ社製シターロが 2 台導入され、公募で決定した「JOINT 

LINER」の愛称が付けられている。なお正式導入前の平成 26 年には神姫バスの車両を、平

成 27 年には京成バスの車両をそれぞれレンタルし、試走シミュレーションを実施している。 

運行路線は南草津駅から立命館大学へ至る 1 ルートのみで、ほとんどのバスは駅～大学

間を直行するが、一部はパナソニック工場を経由する便がある。大学関係者及び工場団地

の従業者を対象とした路線であるため平日のみの運行となっている。 

 

(7)西鉄バス 

西鉄バスは福岡市に本社を置く日本最大のバス会社で、福岡県内ほぼすべてを営業エリ

アとしている。福岡市では都心部である天神地区において、国家戦略特区を活用した容積

率の緩和等による民間オフィスビルの建て替えを促すことで新たな都市空間と雇用を創出

する「天神ビッグバン」6)計画を推進している。同計画を支える新たな交通インフラとし

て「都心循環ＢＲＴ」を掲げ、連節バスや鉄道との乗継強化などによる新たな交通システ

ムの形成やバス路線の再編とともに、都心周辺部に駐車場（フリンジパーキング）を確保

し、公共交通機関等で都心部まで移動できる新たな交通施策に取り組んでいる。市の施策

を受け、西鉄バスでは新潟市で導入されていたスカニア／ボルグレン製の車両 2 台を導入

し、平成 28 年 8 月より博多港国際ターミナルを起点としてＪＲ博多駅及び天神を結ぶ 2

路線で試験運行を開始した。その後、同年 10 月には現在の運行ルートである循環ルートに

変更され正式に運行が開始された。当初は 1 日に 12 便のみの運行であったが、平成 29 年

6 月にメルセデス・ベンツ社製シターロが新たに 6 台導入され、全 8 台体制になってから

は大幅に増便されている。 

運行路線は博多港国際ターミナルを起終点として天神、博多駅など都心を循環する内回

り、外回りの 2 ルートである。平成 29 年 8 月からは車両が配備されている那珂川、愛宕浜

の両営業所から早朝に都心へ、夕方は都心から戻る特快系統として運行が開始され、効率

的な運用が図られている。 

   

写真 11 ボルグレン製の車両          写真 12 新設された BRT 専用の情報板 
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２．運行本数 

 各都市の運行本数を整理したものを表 2 に示す。最も本数が多いのは 15 台を保有する京

成バスで、4 系統合わせて平日は 268 本が運行されている。通勤ラッシュ時間帯の午前 8

時台は幕張本郷駅から約 2 分間隔で 26 本が相次いで出発しており、同時間帯の同系統の総

本数 52 本の実に半分が連節バスでの運行となっている。次いで神奈川中央交通の湘南台地

区で上下合わせて 57 本運行されているが、大学生の通学時間帯に乗客が集中することから

駅からの下り線が 38 本、上り線が 19 本と偏った運行形式となっている。次いで多いのは

西鉄バスの福岡都心循環で内回り外回り合わせて 56 本、日中は 20 分間隔で運行されてい

る。 

 

表 2 路線別の運行本数 

運行事業

者 

運行路線 運行本数（下り） 運行本数（上り） 

平日 土曜 日祝 平日 土曜 日祝 

京成バス 幕張本郷駅～海浜幕張駅（急行） 46 本 － － － － － 

幕張本郷駅～海浜幕張駅（各停） 39 本 39 本 39 本 80 本 43 本 43 本 

幕張本郷駅～ZOZO マリンスタジアム 39 本 27 本 27 本 36 本 29 本 29 本 

幕張本郷駅～幕張メッセ中央 13 本 17 本 17 本 15 本 17 本 17 本 

神奈川中

央交通 

湘南台駅～慶応中高等部前＊ 38 本 29 本 － 19 本 14 本 － 

厚木ＢＣ～厚木アクスト（急行） 14 本 － － 24 本 － － 

厚木ＢＣ～厚木アクスト（各停） － － － 5 本 － － 

厚木ＢＣ～神奈川工科大学 1 本 － － 2 本 － － 

町田ＢＣ～山崎団地Ｃ（急行） 26 本 6 本 6 本 24 本 6 本 6 本 

岐阜乗合

自動車 

岐阜駅～岐阜大学病院 16 本 － － 17 本 － － 

岐阜駅～（市内ループ）～岐阜駅 － 4 本 4 本 ※一方向のみの運行 

岐阜駅～下岩崎 13 本 － － 14 本 － － 

神姫バス 新三田駅～関西学院大学（直行） 5 本 － － 3 本 － － 

新三田駅～ゆりのき台 4 丁目 2 本 3 本 3 本 7 本 3 本 3 本 

新三田駅～テクノパーク 2 本 － － 2 本 本 本 

三田駅～関西学院大学（急行） 3 本 － － 3 本 － － 

新潟交通 新潟駅前～青山（快速） 25 本 13 本 13 本 25 本 13 本 13 本 

近江鉄道

バス 

南草津駅東口～立命館大学 11 本 － － 13 本 － － 

西鉄バス 博多港国際ターミナル発着循環 28 本 28 本 28 本 28 本 28 本 28 本 

博多港国際ターミナル～那珂川営業所 3 本 3 本 3 本 4 本 4 本 4 本 

博多港国際ターミナル～愛宕浜営業所 2 本 2 本 2 本 3 本 3 本 3 本 

＊上りの湘南台駅方面向けは慶応大学本館前が始発 

出典：各バス会社の時刻表検索公式ウェブサイト 
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３．運行時間帯 

 各都市の運行時間帯を整理したものを表 3 に示す。まず、平日、土日祝日ともに運行し

ているのは京成バス、神奈川中央交通（湘南台地区、町田地区）、岐阜乗合自動車、神姫バ

ス（一部ルート）新潟交通、西鉄バスである。このうち岐阜乗合自動車は平日と土日祝日

で異なるルートを運行している。神奈川中央交通の厚木地区、神姫バス（大学方面、テク

ノパーク方面）、近江鉄道バスは大学や業務地区への通勤・通学利用がメインのため、平日

のみの運行となっている。時間帯については京成バスが午前 6 時台から翌午前 1 時台まで

ほぼ終日運転を行っている。また、通勤輸送を主としている厚木アクスト急行路線（神奈

川中央交通）や通学輸送を主としている関西学院大学路線（神姫バス）は駅からの下りが

午前のみ、業務地区や大学からの上りが午後や夕方のみの運行に特化しているケースが見

られる。 

 
表 3 路線別の運行時間帯（平日） 

運行事業

者 

運行路線 始発／終発（下り） 始発／終発（上り） 

平日 土日祝 平日 土日祝 

京成バス 幕張本郷駅～海浜幕張駅（急行） 7 時/9 時 － － － 

幕張本郷駅～海浜幕張駅（各停） 6 時/25 時 6 時/22 時 6 時/23 時 6 時/22 時 

幕張本郷駅～マリンスタジアム 9 時/19 時 8 時/18 時 9 時/19 時 9 時/19 時 

幕張本郷駅～幕張メッセ中央 10 時/17 時 10 時/16 時 10 時/17 時 9 時/17 時 

神奈川中

央交通 

湘南台駅～慶応中高等部前＊ 7 時/19 時 7 時/19 時 15 時/19 時 12 時/19 時 

厚木ＢＣ～厚木アクスト（急行） 7 時/9 時 － 17 時/22 時 － 

厚木ＢＣ～厚木アクスト（各停） － － 8 時/9 時 － 

厚木ＢＣ～神奈川工科大学 10 時/－ － 16 時/16 時 － 

町田ＢＣ～山崎団地Ｃ（急行） 9 時/21 時 9 時/16 時 6 時/16 時 9 時/16 時 

岐阜乗合

自動車 

岐阜駅～岐阜大学病院 7 時/19 時 － 6 時/18 時 － 

岐阜駅～（市内ループ）～岐阜駅 － 10 時/14 時 ※一方向のみの運行 

岐阜駅～下岩崎 7 時/20 時 － 6 時/20 時 － 

神姫バス 新三田駅～関西学院大学（直行） 8 時/12 時 － 15 時/18 時 － 

新三田駅～ゆりのき台 4 丁目 18 時/19 時 15 時/18 時 6 時/12 時 14 時/17 時 

新三田駅～テクノパーク 7 時台のみ － 17 時台のみ － 

三田駅～関西学院大学（急行） 10 時/12 時 － 11 時/16 時 － 

新潟交通 新潟駅前～青山（快速） 7 時/20 時 7 時/19 時 6 時/19 時 7 時/19 時 

近江鉄道

バス 

南草津駅東口～立命館大学 8 時/15 時 － 9 時/18 時 － 

西鉄バス 博多港国際Ｔ発着循環 8 時/18 時 8 時/18 時 8 時/18 時 8 時/18 時 

博多港国際Ｔ～那珂川営業所 19 時/20 時 19 時/20 時 6 時/7 時 7 時/7 時 

博多港国際Ｔ～能古渡船場（愛宕

浜営業所） 

19 時/19 時 19 時/19 時 6 時/7 時 7 時/7 時 

＊上りの湘南台駅方面向けは慶応大学本館前が始発 



 

12 
 

４．運行距離 

 各都市の運行距離を整理したものを表 4 に示す。最も長い距離を走行しているのは西鉄

バスの能古渡船場（愛宕浜営業所）～博多港国際ターミナルの 2 系統でいずれも 15km を超

えている。次いで同じ西鉄バスの那珂川営業所～博多港国際ターミナルの約 13km である。

いずれの路線も営業所に所属している車両が早朝に都心へ、又夕方に営業所へ帰るために

運行しているもので、郊外の住宅地からの通勤利用と都心への回送を兼ねた運用をしてい

るため走行距離が長く、所要時間も平日は 1 時間前後となっている。次いで長いのは岐阜

乗合自動車の市内ループ線の約 11km である。通常の片道走行で長いのは神姫バスの三田駅

～関西学院大学ルートの約 11km、新三田駅～テクノパークルートの約 9km となっている。

また最も短いルートは近江鉄道バスの約 3.1km である。西鉄バスの営業所ルート、及び西

鉄バスと岐阜乗合自動車の循環ルートを除いた片道運行タイプの走行距離の平均は約

5.6km となっている。 

 
表 4 路線別の運行距離 

運行事業者 運行路線 路線距離 

京成バス 幕張本郷駅～海浜幕張駅（急行） 約 3.3km 

幕張本郷駅～海浜幕張駅（各停） 約 3.3km 

幕張本郷駅～マリンスタジアム 約 4.1km 

幕張本郷駅～幕張メッセ中央 約 4.6km 

神奈川中央交通 湘南台駅～慶応中高等部前＊ 約 3.7km 

厚木バスセンター～厚木アクスト（急行/各停） 約 3.4km 

厚木バスセンター～神奈川工科大学 約 6.2km 

町田バスセンター～山崎団地Ｃ（急行） 約 4.8km 

岐阜乗合自動車 岐阜駅～岐阜大学病院 約 8.3km 

岐阜駅～（市内ループ）～岐阜駅 約 11.0km 

岐阜駅～下岩崎 約 6.9km 

神姫バス 新三田駅～関西学院大学（直行） 約 6.4km 

新三田駅～ゆりのき台 4 丁目 約 5.3km 

新三田駅～テクノパーク 約 8.4km 

三田駅～関西学院大学（急行） 約 10.8km 

新潟交通 新潟駅前～青山（快速） 約 6.6km 

近江鉄道バス 南草津駅東口～立命館大学 約 3.1km 

西鉄バス 博多港国際ターミナル発着循環 約 8.9km 

博多港国際ターミナル～那珂川営業所 約 12.7km 

博多港国際ターミナル～能古渡船場（301特快） 約 15.5km 

博多港国際ターミナル～能古渡船場（9 特快） 約 15.6km 

注）グーグルアース(http://www.google.com/)上で計測したため実際の運行距離とは若干の誤差がある 
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５．運用形態と走行環境 

 以降に各地域での運行ルート図を示す。系統番号で「快速」や「急行」の名称が使われ

ているルートだけでなく、速達表示のない岐阜乗合自動車や西鉄バスのルートでも停車す

るバス停を絞り込み、速達性を高めているケースがほとんどである。 

 福岡市の都心部や都市基盤が整備された幕張地区ではほとんどの区間で片側 2 車線以上

の広幅員道路を走行しており、一般車両への影響は最小限に抑えられている。一方、草津

市ではほぼ全区間が片側一車線道路で、町田市も 1.5 車線道路（南行きのみが 2 車線）が

一部あるのみとなっている。 

 ルート上にある交差点については、いずれの地域も右左折の必要な交差点は可能な限り

少なくなるように設定されており、神奈川中央交通（町田）や新潟交通は右左折箇所が１

箇所しかない。通常のバスとは長さが大きく異なることから、運転のしやすさへの配慮が

垣間見れる。90 度曲がる交差点の数が最も多いケースでも京成バスと西鉄バスの 5 箇所で

ある。 

 

 

 

図 3 京成バスの運行ルート 

タウンセンター

テクノガーデン

幕張メッセ中央

海浜幕張駅
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免許センター

ＮＴＴ

富士通

幕張西第三公園

幕張メッセ（東口）

海浜幕張公園入口

ZOZOマリンスタジアム
0 200m

バス停 （起終点）

バス停 （停車）

バス停 （通過）

片側２車線以上

片側１車線
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図 4 西鉄バス（都心循環線）の運行ルート 

 

 

 

図 5 近江鉄道バスの運行ルート 
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立命館大学
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バス停 （停車）
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図 6 神奈川中央交通（町田）の運行ルート 

 

 

 
 

図 7 神奈川中央交通（湘南台）の運行ルート 
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図 8 神姫バス（新三田駅系統）の運行ルート 

 

 
 

図 9 新潟交通の運行ルート 
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Ⅳ 北九州市におけるモデルケーススタディ 

１．対象とするモデル路線の現況 

 北九州市で連節バスを展開する上で最も可能性の高い路線として、砂津～黒崎バスセン

ター間（図 10 及び図 11）の約 12.8km があげられる。同路線は平成 4 年 10 月に廃止され

た路面電車（西鉄北九州線）の代替バス路線である。代替バスとして位置づけられた「特

快」及び「１番」系統は現在市内で最も多くの本数が走り、その他にも一部区間では他の

系統も運行されていることもあって、北九州市の小倉都心地区と黒崎副都心地区を結ぶ幹

線軸として機能している。 

 

 

図 10 北九州市における幹線軸【特快・１番系統】の路線図（東側） 

 

 

 

図 11 北九州市における幹線軸【特快・１番系統】の路線図（西側） 

 

 平日は西行き 186 本（特快：56 本、各停：130 本）、東行き 181 本（特快：53 本、各停：

128 本）と合計 367 本が朝 5 時台から夜 23 時台まで運行されている。ピーク時の西行きは

特快が 10 分ヘッドで 1 時間当たり 6 本、各停が約 6 分間隔で 10 本と合計 16 本が運行され

ており、午前 9 時から午後 4 時台までのデイタイムも特快が 3 本、各停が平均 7 本の便が

運行されており、両系統を合わせるとほぼ 6 分間隔の高頻度輸送を展開している。土曜日

も 323 本、日祝日も 268 本の便を持つ。 

 全区間約 12.8km の中でバス停は 39 箇所（東行きのみ 40 箇所）あり、平均のバス停間距
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離は約 340m である。特快系統が停車するバス停は全 15 箇所となっており、小倉都心側に

5 箇所、黒崎副都心側に 2 箇所、中間に 8 箇所となっている。鉄道との乗り換え結節点と

してはＪＲ鹿児島本線の小倉駅、西小倉駅、八幡駅、黒崎駅、及び北九州モノレールの平

和通駅がある。 

 図 12 には同区間の一部を並走する系統の運行区間と平日の運行本数（上下合計）を示す。

なお、小倉都心部（西小倉駅前～砂津間）については戸畑、門司方面等へのバスが多数乗

り入れているためここでは省略した。最も長く並行しているのは黒崎バスセンター～到津

の森公園間の 22 番系統で 87 本あり、この主要 3 系統だけで 454 本もの運行本数を誇って

いる。最も多くのバスが走っているのは八幡駅入口第一～中央二丁目間で約 700 本の便数

がある。図に示すように八幡駅入口第一から到津の森公園にかけてが、並行する系統が多

く、この間の特快停車バス停で様々な分岐をして各方面へバス路線が延びていることが分

かる。 

 

 

注）小倉都心部（西小倉駅前～砂津間）のみ重なる系統は除外 

※）中央二丁目は同一バス停扱いをする中央三丁目も含めている 

出典：西鉄バス時刻表公式ウェブサイト（https://jik.nishitetsu.jp/） 

図 12 モデルスタディ路線における系統別運行本数 

 

２．連節バス運行の上で課題となる走行空間 

(1)バス停 

連節バスを運行する上で最大の課題はバス停の構造である。元々通常のサイズのバスで

乗降することを前提とした設計がされているため、18 メートルに及ぶ連節バスの長い車両
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(2)走行道路 

連節バスは通常のバスよりも内輪差が大きいことから、運転者にとって最も神経を使う

のが道路の右左折時である。今回のモデルスタディ路線では 90 度に右左折する箇所は起終

点となる砂津営業所へ回送で出入する 1 箇所のみであることから、運転者への負担はほと

んどないものと言える。走行車線に駐停車している車両があった場合、バスは一旦方向指

示器を点滅させ、右側車線に移動し、その後左側車線に戻る行為が必要となる。連節バス

の場合は全長 18 メートルに及び、車両自体の重量も通常よりも大きいことから、このよう

なケースが多発した場合、運行時間のロスにつながるのはもちろん、運転者にも負担がか

かることになる。本路線は黒崎駅前から到津の森公園前までの区間で上下線とも朝（7:00

～9:30）及び夕方（17:00～19:00）の時間帯にバス専用レーンが指定されている。しかし

ながら、このような時間帯においても路上駐車は見られる上、専用レーンを通行する一般

車両も少なくはない。警察との協議の上、取り締まりの強化や、マナーの啓発等に取り組

んでいくことが求められる。 

 

３．連節バス導入による路線再編の提案 

ここまでの整理・分析を踏まえて、北九州市において連節バスを導入・活用した新たな

路線網の再編案を提示する。その模式図を図 14 に示す。まず、現行の「特快」及び「１番」

の両系統は基本的に存続することを前提とする。その理由は既に「特快」系統は停車バス

停も広く利用者に認知されていること、また日中は 10 分間隔で運行されており、「特快」

系統をすべて連節バスでの運用とした場合、連節バス車両が最低でも 10 台必要になること

があげられる。西鉄バスが福岡市内で登録している連節バス台数は 8 台であり、これを上

回る台数が一気に北九州に投入されるとは考えにくい。 

 そこで新たに「連節バスＢＲＴ」系統を導入することを提案する。これは現在の「特快」

よりもさらに停車バス停を絞り込み速達性を上げるものである。具体的には小倉都心部で

の停車バス停も砂津、魚町、西小倉駅前に限定し、小倉駅入口と室町リバーウォークは通

過させる。現在でもバスを降りてＪＲ小倉駅を利用する人はほとんどが魚町で下車し、ア

ーケードの中を歩いて移動しているケースが目立つため、大きな支障はないものと考えら

れる。また、室町リバーウォークも隣接する魚町及び西小倉駅前とは 300ｍ弱しか離れて

おらず、両者でカバーできる。さらに小倉都心側に近い、金田二丁目、下到津、到津の森

公園前も通過させる。到津の森公園前から西小倉駅前までは通過バス停も少なく、現在は

特快、各停とも所要時間は 11 分で同じである。圧倒的に小倉寄りでの利用が多いと想定さ

れることから、連節バスが停まらなくても特快や各停で十分カバーできる。また同様に黒

崎側も比較的黒崎側に近い陣山バス停は通過とする。これらの抜本的改革によってこれま

での 15 バス停から 9 バス停へと大幅に削減することができ、更なる速達性向上が期待され

る。 

図 12 でも説明したように七条以西の、大蔵、中央二丁目、八幡駅入口第一の 4 つのバス
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停については周辺の市街地からのバス路線と結節し、乗り換え拠点バス停としても機能し

ている。したがってこれらのバス停については「連接ＢＲＴ」系統においても乗り継ぎ機

能を強化する位置づけとし、ＳＦカード（ニモカ等）利用を前提に、特別乗り継ぎ運賃の

設定や、乗り換えた場合でも一乗車扱いとして料金を計算するなど、運賃面での新たな改

革が望まれる。また図 12 でも明確に分かるように、七条～八幡駅入口第一間は他の系統が

並行して走るケースが多く、非効率な運行が垣間見える。「連節ＢＲＴ」系統の導入と併せ

て、これらのフィーダー路線の枝線のみでの運行や「１番」系統の減便など、連節バス導

入を契機としてバスや乗務員の効率的な配置を行っていくことも、持続的な運用に必要不

可欠であると言える。 

 

 
 

図 14 モデルスタディ路線における連節バスを活用した路線再編案 

 
 

Ⅳ まとめ 

本研究では、全国での連節バスの走行環境を整理し、北九州市におけるモデルスタディ

路線における新たなバス路線再編案を提示した。連節バスについては、従業者人口が多い

都心部や、特定の時間帯に過度に利用者が集中する工業団地や大学への移動手段として活

用するために全国で導入が相次いできた。公道での社会実験や警察との協議など、事前の

手続きも煩雑ではあるが、導入台数は徐々に増えつつあり、我が国でも徐々に市民権を得

つつある段階にきている。現在は輸入車のみではあるが、いすゞ自動車と日野自動車は平

成 31 年度をめどに国産の連節バスの生産を予定 7)している。このバスは日本の法規に定め

られた基準に合致しており、導入する際のハードルも多少は軽減されることが期待されて
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いる。エンジンもハイブリッドとすることで環境負荷の低減も図られる。為替変動にも左

右されず、欧州からの運搬費も必要なくなることから、新たに導入する地域も増えること

が期待される。北九州市でも平成 31 年度から連節バスの導入を検討しており、平成 30 年

1 月には福岡市に配備されている西鉄バスの車両を借りてきて走行実験も行われた 8)。実

験を受けて、北九州市と運行事業者である西鉄バス北九州（株）が中心となって運行路線

や運行形態を今後詰めていく事になるが、本研究での問題提起がその一助となることを期

待したい。連節バスはこれまでのバスと異なり、そのデザイン性から街のイメージを大き

く変える力を持っている。市民がバスに持つイメージを良い方向へと転換し、公共交通利

用の促進に繋がる良い契機となるためにも、速達性や乗換利便性を向上させ、併せて料金

面でも従来なかったような新たな体系の導入によって、バス幹線軸における持続可能な交

通システムとして機能することを期待したい。 
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若者の北九州市に対する重要度・満足度分析 
：予備調査を通じて 

 
柳  永珍 

 
Ⅰ はじめに 

Ⅱ 地域の人口減少と北九州市 

Ⅲ 若者を対象にした重要度・満足度に関するアンケート調査 

Ⅳ 若者の認識と北九州に対する重要度・満足度 

Ⅴ 要約および示唆 

 
＜要旨＞ 

 北九州市は若い世代の市外流出に悩んでいる。若い世代の流入と定着は、地域の人口増

加および活気付けに重要な条件であり、実際に北九州市も若い世代を呼び寄せるための政

策に力を入れている。本研究は、北九州市に在住している 18～29 歳の若い世代を対象にし

て、IPA 分析方法を用いて、北九州市に対する 31 項目に関する認識を予備調査として把握

することを目的にしている。31 項目は Global Power City Index(GP CI)を参考して構成し

た。IPA 分析は、需要者が享受対象を構成する様々な項目に対して重要度と満足度を評価

して、改善のための優先順位を｢維持、集中、低順位、過剰｣の 4 パターンとして図示して

くれる方法である。IPA 分析を行った結果によると、若い世代は北九州市の経済的な面に

おいては満足度が低くないものの、文化関連の項目と治安・防犯に関する項目が集中的に

配置されていることが把握できた。 

  
＜キーワード＞ 

 人口減少(Decline in population)、人口流出(Population out flow)、グローバルパワ

ーシティー指数(Global power city index)、重要度・満足度分析(Importance-Performance 

Analysis) 
 
Ⅰ. はじめに 
 この予備調査と簡単な分析は、地域の人口問題において大きな変数である若い世代が、

北九州地域に関してどのようなイメージや期待を持っているのかという疑問から始まって

いる。日本全国の人口が全体的に減少している現状の中で、北九州市の人口も 1980 年から

持続的に減少している。特に、若い世代の人口減少が著しい状況である。北九州市の｢北九

州ライフ｣資料によると流出人口のほとんどが 20～24 歳であり、定着率も 25 歳以上の年代

から急激に低くなることが確認できる。 

北九州市の人口減少の原因は、複合的に考えるべきであるが、主に挙げられる原因は経
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済的な側面である。若者に適する職場の不足や低い賃金などが若者の流出を加速させると

いう論理である。しかし、北九州市の場合は、環境技術をはじめとするハイテック産業の

立地が増えており、最近は福岡市と共に国家戦略特別地区(創業特区)にも指定された。ま

た、高齢化によって関連産業である介護・福祉関係の職場の需要も低くはない。製造業の

まちとして、今も多様な製造業の工場が残っており、その関連企業も少なくない。北九州

市のホームページからも確認できるように、物価水準・家賃水準は日本の政令市のなかで

も最も低い水準であり、病院の数、交通の円滑さ、本州とのアクセスなどの生活アメニテ

ィにおいても日本の平均より高い水準である。このような各種の条件を考慮してみると、

北九州市の若者流出を経済的な要因だけで評価することは適切ではないと思われる。 

経済学者 Todaro(2011)は、地域間移動において賃金を一番重要な変数として考慮するモ

デルは古いモデルであると説明し、賃金だけで現在の地域間人口移動を説明することは難

しいと論じている。Todaro は、現代の人口移動を説明するためには賃金に加えて都市の魅

力を表すもう 1 つの変数が必要であり、その新しい変数を｢City Light｣と名付けた。この

抽象的な概念は、現代の人々がある地域への移動を決める際には、複数の魅力が存在する

ことを象徴的に意味している。このような視座からは、需要者が何を重要だと思っている

のかがポイントになる。阿部(2013)によると、現代の若者の地域選好において、経済的な

要素の影響力がだんだん弱くなっている。若者は都市と田舎という二分法的な選択肢では

なく、自分の基準において満足できる｢ほどほどのパラダイス｣を好むと阿部は主張してい

る。つまり、若い世代の地域移動に関しては、需要者(若い世代)の立場からの現状把握や

要求を分析してみる必要があると考えられる。 

以上の論理に基づいて考えてみると、北九州市における若者の流出は、職場や賃金など

の単純な経済要素だけではなく、若者が認識している都市全体の魅力から考察してみる必

要がある。本分析では、地域の実際の需要者として若者を位置づけし、北九州市に対して

どのように評価しているのかを大まかに把握することを試みている。この分析を通じて、

①予備調査を通じた信頼度のある尺度の検証、②概略的な若い世代の認識様相の把握、③

示唆点の探索、④本調査のための課題探りなどができると期待する。 

 

Ⅱ. 地域の人口減少と北九州市 

人口減少は日本が抱えている課題の中でも一番深刻な問題であるといえる。日本は 2005

年から本格的に人口減少に当面している。2060 年には、日本の人口が 8,000 万人水準まで

減ると推測されている。そして、人口の割合としても高齢化が進むことによって、若い世

代の層が薄くなることも問題視されている。 

ただし、日本において人口の絶対数が減って行くことは明らかであるが、各地方の立場

から人口問題を考えてみると、減少の現状は少々様相が全国とは異なるといえる。地方の

人口変化は自然的な減少ももちろん深刻であるが、もっと大きな影響力を与えている現象

は若い世代の転出である。若い世代は進学、または就職という目的で大都市を目指して移
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動することになる。大都市に 1 回移動した若い世代は引退したあとも故郷に回帰すること

なく、ほとんどが都市での定住を選択する。東京をはじめとする大都市への一極集中の問

題は、一般的に以上のような様相から生まれる問題である。つまり、地方都市の場合は、

人口の絶対数の減少だけではなく、若者を中心とする人口の流出という二重の苦しみの状

況であるといえる。 

このような様相は地方都市の経済的・福祉的・社会活力的な潜在力を持続的に低下させ

ることになる。日本創生会議の人口減少問題検討分科会が 2014 年 5 月に公表した｢ストッ

プ少子化・地方元気戦略｣、いわゆる｢増田報告書｣の中には消滅が予想される 896 自治体が

紹介されている。その発表がもたらした衝撃は、特に地方の人口問題の至急性を反映して

いるといえる。増田報告書では、地方の人口減少問題における主な理由として若者の流出

を指摘しており、地方消滅の可能性を測る基準としても 20～39 歳女性人口の将来推計を挙

げている。 

以上の現状からみて、北九州市の人口推移も決して良い状況とはいえない。平成 27 年国

勢調査によると、北九州の人口は 961,286 人であり、平成 22 年の国勢調査に比べると

15,560 人が減少した状況である。絶対的な数の減少だけではない。北九州市も若者の流出

に悩んでいる代表的な地域である。増田報告書の消滅候補の中にも北九州市の八幡東区が

含まれている。柳(2015)によると、1979 年の時点で 106 万を超えた人口は、34 年間に渡っ

て毎年約 2,840 人ずつ人口が減少している。また、1980 年以降は 1 回も人口増加に転じて

いない。さらに、問題になっているのは、現在も人口の減少が続いており、流出人口の 4

割が若い世代であることである。また、高い高齢化率による自然減少の傾向も強い状況で

あり、このままの状況が続くとすれば、100 年後の北九州市は、人口 10～20 万の都市に転

落してしまう可能性も高い(石塚優,2006)。 

北九州地域の人口減少・若い世代の流出について主に挙げられる要因は、産業の衰退で

ある。柳(2015)も指摘しているように北九州市の人口が 1920～1970 年の間に急激に増えた

理由は、炭鉱・製鉄・重工業などの第 2 次産業の発展である。また、様々な既存の研究か

らも、地域の経済力という要素は人口の移動に大きな影響を与えると考えられる場合が多

い。代表的な研究を挙げてみると、田村と坂本(2016)は、高齢者の行動を把握するために

日本の国勢調査資料を用いて、都道府県の間の人口移動を年齢別で分析した。分析結果に

よると人口移動の数自体は若い世代が多いが、変動係数は若者だけではなく 65 歳以上の高

齢者においても高いと説明している。ただし、65 歳以上の高齢者の人口移動は若い世代と

は異なるパターンを見せていると指摘している。若者の場合は、大都市への移動の傾向が

強いが、高齢者の場合は大都市から離れようとする傾向にあった。 

吉村(2009)は、地域間の人口移動による経済力の移動を生涯剰余という観点から推計分

析を実施した。1995 年から 2000 年までを分析対象にして地域間人口が地域剰余(所得-消

費)、過去剰余、未来剰余、生涯剰余に与える効果を推計した結果によると、一人当たりの

剰余が年齢・性別・地域によって異なっており、地域間の労働人口の移動も年齢別・性別



 

70 
 

に異なる傾向であると論じている。 

清水(2000)は大都市圏に人口が転入し続ける特徴を分析するため、転入と転出の時間差

および大学卒業から就職まで都市圏に残留する人々の属性を分析した。その結果によると、

都市圏で表れる転出は大幅に減少しており、就職が決まった若い世代を中心にみると、専

門職・管理職の残留傾向が相対的に強いことが確認できた。また、大学・大学院の卒業生

の場合は残留する傾向が弱いことが確認できた。 

以上の研究以外でも、加来(2002)、亀山(2007)、松田(2008)、外枦保(2011) などの研究

は、地方の経済力衰退などが主な若者流出の理由であると論じている。 

前述した既存の研究はどれも、主に地域の経済力とそれに対する若い世代の選好の不一

致を指摘している。要するに、地方から都市への移動は経済環境と密接な相関関係にあり、

若者は就職の機会・質的に良い雇用条件・高い賃金を求めて移動する、ということである。

平成 27 年度国勢調査でも表れるように、北九州市の人口の学歴分布の平均において、高卒

以下の学歴の人口数の割合が全国の平均よりも高いことは、北九州市地域に大学卒業の若

い世代が就職できる職場が多くないことを反証しているとも思われる。この視点は若い世

代の移動を労働人口の移動としてみることである。このような視点からみると、北九州地

域も経済力の衰退が続いている地域として若い世代の流出は当然とも考えられる。 

しかし、第Ⅰ章でも説明したように北九州市の若者人口の減少を単なる経済力衰退だけ

で考えるには、いささか無理があるともいえる。北九州市の主力産業である製造業が衰退

を始めたあと、北九州市も手をこまねいていたわけではない。北九州市の産業構造も自然

的に 3 次産業を中心に再編された。柳(2015)によると、北九州市はエコ(ECO)を都市のテー

マにして、環境技術などを中心に産業体質の改善に挑んだ。その戦略は成功し、北九州市

は世界的にも環境都市として呼ばれており、関連産業も増えている。Florida(2002)が持続

可能な｢創造都市(Creative City)｣の条件として強調した、いわゆるハイテック創造産業の

先端的な立場に立っている。また、国から国家戦略特別地区として指定されて、スタート

アップなどに関する支援も増えている。つまり、地域の職場が必ずしも条件が悪いともい

えない。賃金は東京などの中心大都市に比べて低いが、家賃や物価および交通コストなど

が日本の平均よりも低い状況であるのである程度相殺される。 

北九州市の現状については、もっと総合的な分析が必要である。柳と姜(2015)は、地域

を文化セクターと経済セクターを分けて、各セクターに対して政策的に支援した場合、ど

のくらい人口誘引の効果があるのかをモデルを用いて検証している。彼らの研究によると、

経済セクターだけではなく、文化などの他のセクターに関する支援が総合的に行なわれた

場合に人口の誘引効果があると説明している。 

柳(2015)によると、北九州市の若い世代を中心とした人口の流出は、地域のイメージや

楽しさの問題である可能性が高いと指摘している。彼は北九州市と福岡市の人口変動と各

種文化分野のインフラの比較を通じて、若い世代にとっては北九州市が｢面白くない都市｣

として認識されていると論じている。 
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実際に北九州市(2012)の｢若者意識調査アンケート｣によると、若い世代は北九州市のイ

メージについて、個性的(7.0%)、活力がある(5.7％)、創造的(3.4％)、刺激的(1.3％)など

の項目は非常に低い数値を表した。また、北九州市からの転出希望に関する質問では、文

化レベルが低い、活気がない、他の都市が魅力的などの意見が確認できた。 

このような観点から考えてみると、若い世代は必ずしも経済的な側面に基づいて、自分

の移動を決定するとも言い切れない。経済は重要な要素ではあるが、その重要性が段々変

化しているかもしれない。その程度がどのくらいであるのかは様々な後続研究が必要であ

るが、経済的な側面と並立する多様な考慮要素が存在することは確実といえる。 

本研究での分析も、前述したように、北九州市の若い世代を中心にして、重要だと考え

られる諸要素とそれに対する満足度を総合的な観点から把握することを目的にしている。

次の章では、本分析のために用いられた方法論である重要度・満足度分析と尺度について

説明する。 

 

Ⅲ. 若者を対象にした重要度・満足度に関するアンケート調査 

１. 重要度・満足度分析について 

重要度・満足度分析(Importance-Performance Analysis: IPA)は、重要度と満足度とい

う２つの次元において、商品やサービスなどの特定した対象を分析する簡単でありながら

効率的な分析方法であり、1977 年 Martilla と James によって開発された後、様々な産業

分野で幅広く積極的に適用されている(Lai and Hitchcock, 2015)。需要者の直接的な評価

に基づいて、マーケッティング戦略や政策樹立における改善に対して優先順位を識別でき

る実務的に非常に役立つ分析方法だと評価されている(Hasen and Bush, 1999: Deng, 

2007)。 

IPA 分析の基本的な仮定は、満足度の属性に対する需要者の判断及び認識レベルは、主

に事前から持っていた商品やサービスに対する期待から派生されるということである。IPA

方法論は、ある商品又はサービスが含んでいるコアな属性に対して、重要度(importance) 

と満足度(performance)を需要者がどのように認識しているのかを同時的に分析すること

を目的にしている。そのために、消費行為が行なわれる以前には重要度を分析し、消費行

動の後は、満足度を分析することで、各属性の間の相対的な重要度と満足度を比較分析す

ることになる(Hammit 等, 1996)。IPA 分析モデルの特徴は、重要度と満足度の属性別の比

較評価値に基づいて、４種類の多面的な意思決定が提示できることである。一般的に多く

の研究者たちは応答者の重要度評価を Y 軸(垂直軸)に、満足度は X 軸(水平軸)に設定した

あと、それぞれの属性に対する重要度および満足度の平均値を交点にする IPAgrid を構築

する。その図解は、<図 1>のとおりである。各属性は図示された２次元のクァドラント

(quadrant)の上に配置され、そのポジションによって相対的な意味を付する(Martilla and 

James, 1977)。 

具体的に、維持(Keep up the good work)の部分に位置する属性は、需要者も十分に考慮
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しており、その成就度も比較的に高い水準である属性である。つまり、現状を維持するこ

とが望ましいことである。集中(Concentrate here)の部分に位置する属性の場合は、需要

者が感じている重要度は高いが、その成就度は重要度に比べて低い状況である。つまり、

至急に改善が必要な属性である。低順位(Low priority)の部分に位置する属性は、重要度

も成就度も低い属性であり、現在以上の努力は必要ではない属性である。過剰(Possible 

overkill)の部分に位置する属性は、需要者はあまり重要とは思っていない属性に対して、

その成就度が過剰である属性である。つまり、過剰に投入された努力を他の属性に回す必

要があるといえる。重要度と満足度の２つの次元を分析して導いた IPAgrid は、優先的に

改善が必要な順位を決めること、過剰な部分やデメリットを一目で把握できるようにして

くれるので(Matzler 外, 2004)、企業や政策主体は分析から導出された結果を参考にして

需要者の満足度が向上させることができるといえる。 

このような IPA 分析は、対象に関するイメージや期待値(理想)を容易に把握できると同

時に、需要者の期待と満足(成就)の間の体感的なギャップも明らかにすることができる。

故に IPA 分析は、地域の現状を需要者の観点から把握して、その改善も需要者の立場から

考慮することに役立つ方法論といえる。本研究では、北九州市を対象として想定し、市内

に居住している 18～29 歳の若者を需要者として想定して IPA 分析を試みている。IPA 分析

が需要者のイメージのギャップの表面化や優先順位の確認に利点を持っていることを考え

てみると、若者層の認識に対する現状把握だけではなく、力点を置いていた市の政策の達

成度に関する省察や政策実行において、多少とも参考になるものと思われる。 

 

      

         図 1 IPA 分析においての IPAgrid 

                          (出所)筆者作成 
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2. 尺度の構成 
 本研究に用いられたアンケートは、予備調査(pilot survey)として位置づけされるも

のであり、具体性よりは北九州地域に対する若者の認識の概略的な傾向を把握することに

焦点を合わせている。故にアンケートに参加できる対象者の年齢は 18～29 歳に限定してお

り、アンケートの中で人口学的な要素を質す項目は、性別と出身地(市内・市外)だけであ

る。 

重要度と満足度を質す項目は、GPCI(Global Power City Index)を参考にして構成されて

いる。GPCI は、森記念財団都市戦略研究所が世界の様々な都市の総合力を評価するために

2008 年に開発した指数である 1)。この指数は、経済、研究・開発、文化・交流、居住、環

境、交通・アクセスという大きく 6 つの分野で構成されており、各分野を下位項目として

分けると計 70 項目である。GPCI は、妥当性において世界の都市関係の権威者たちのピア

レビュー(第三者評価)を経ており、10 年間持続的に指数の巧妙さ、信頼度、妥当度を向上

させてきた。GPCI は人口問題、特に若者層の流出に悩んでいる北九州市においては、示唆

に富む指数だと思われる。都市戦略研究所(2017)によると、GPCI の視座は｢世界的な都市

間競争の下で、より魅力的でクリエイティブな人々や企業を世界中から惹きつける、いわ

ば都市の“磁力(magnetism)”こそが都市の総合力であるという観点｣に立っている。磁力

(magnetism)というキーワードからも読み取れるように、都市の吸引力・誘引力に強い意味

を付与している指数である。 

本研究では、2017 年度に発表された指数項目を基準にして、研究・開発を除いた５つの

分野の中で、北九州市に対する若者層の認識程度を把握するという目的に合致するものを

抽出し、かつ若者の観点を考慮するためにインタビュー調査を通じて、必要だと判断され

た 3 項目を追加して、計 31 項目で構成した(経済 5 項目、居住 6 項目、環境 6 項目、交通・

アクセス 6 項目、文化・交流 8 項目)。GDP などのマクロデータの部分は除外し、回答者が

理解しやすいように項目の表現の軽微な修正や補足の追加 2)を行なった。31 項目は重要度

と満足度ともに 7 点リーカット尺度を適用している。応答者は、もっとも同意する項目に

は 7 点を、非同意の場合は 1 点をつけるようになっている。31 項目は<表 1>の通りである。 
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表 1 GPCI 指数から用いた質問項目 

分 

野 
経済 居住 環境 交通・アクセス 文化・交流 

細 

部 

項 

目 

１．就職の容易度 

２．就職可能な仕事場 

の多様性 

３．賃金水準 

４．家賃水準 

５．物価水準 

６．治安・防犯水準 

７．医療サービス水準 

８．ICT 環境の充実度 

９．買い物の利便性 

10．歩行安全度 

11．自然災害からの安 

全性 

 

12．空気の清浄度 

13．街の美化水準 

14．市内の緑地比率 

15．市内の臨水地域比 

率  

16．水質 

17．環境技術の発展 

18．通勤・通学の利便 

性 

19．公共交通の充実・ 

正確さ  

20．公共交通の運賃 

21．国際交通アクセス 

水準 

22．国内市外移動への利 

便性 

23．交通の円滑さ 

24．文化イベントの開 

催頻度 

25．買物の魅力 

26．食事の魅力 

27．文化・娯楽施設の数 

28．スポーツ行事・競 

技の数 

29．歴史・伝統への接触

機会 

30．異文化との接触機会 

31．観光スポットとして 

の魅力 

下線の項目が追加された項目である。 

                                (出所)筆者作成 

 
 
3. 調査概要 
1)概要 
 アンケートは、18～29 歳の若者の中で、アンケートへの参加に同意した人を対象者に

している。調査方法はアンケート紙を用いた自己記入式の配布調査であり、北九州市立大

学の学生と市内専門学校の学生および街中の若者を対象に便宜的標本抽出法とスノウボー

ル法を用いて調査対象を選定した 3)。最終的に無応答などの理由で分析に不適切であるデ

ータを除外した 328 人の有効回答が収集された。そのうち、男性は 102 人(31.1%)、女性は

226 人(68.9%)であり、出身地は、市内 122 人(36.5%)、市外 206 人(67.7%)である。調査期

間は、11 月 1 日から 11 月 22 日までである。 

収集されたデータは、統計パッケージである SPSS 18.0 を活用して分析を行った。本研

究に用いた分析は、次のとおりである。まず、回答者の基本的な構成を把握するための頻

度分析を行った。そして、各項目に対して、内的一貫性を把握するための信頼度分析

(Chronbach's α)を実施した。その後、北九州市に対する若者層の認識を把握するために、

t-test と IPA モデル分析を実施した。 
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2)信頼度分析 
表 2 各項目の信頼度分析(Chronbach's α) 

分野 Chronbach's α 

経済(計 5 項目) 0.960 

居住(計 6 項目) 0.835 

環境(計 6 項目) 0.910 

交通・アクセス(計 6 項目) 0.923 

文化・交流(計 8 項目) 0.873 

                               (出所)筆者作成 

 
本調査に用いられた 5 つの分野を構成している各項目が内的一貫性を担保しているのか

を把握するために信頼度分析(Chronbach's α)を行なった。その結果は<表 2>のとおりで

ある。5 つの分野のクロンバックのアルファ係数は、厳格な基準である 0.7 以上を満たし

ている。各分野を構成する細部項目の中で、信頼度を落とせる項目、つまり、｢alpha if 

deleted｣の数値が全体のクロンバックのアルファ係数より高い項目は存在しなかった。本

調査に用いられた項目は、尺度として内的一貫性を持っていると判断できる。 
 
Ⅳ. 若者の認識と北九州に対する重要度・満足度 
 1. 平均比較 
 まず、各分野別の重要度と満足度の平均の差を分析した結果は、<表 3>のとおりである。

全ての分野において、重要度の平均値は 4.5 以上を示しており、応答者は提示された分野

全てを重要に考えていると判断できる。特に｢交通・アクセス｣と｢居住｣の分野の場合は、

平均値 5 点以上で、もっとも重要な分野の 1 つとして考えていることが把握できる。一方、

満足度の場合は全ての分野において重要度に比べて低い平均を表している。特に｢文化・交

流｣分野と｢居住｣分野は、4 点にも至ってない状況であり、5 つの分野の中で、もっとも低

い満足度である。 
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表 3 各分野別の重要度と満足度の平均差 

分野 重要度 満足度 t-value 

経済 4.777 4.084 7.453* 

居住 5.067 3.903 14.156* 

環境 4.953 4.093 8.718* 

交通・アクセス 5.246 4.063 11.746* 

文化・交流 4.846 3.021 18.440* 

*p<.001 

(出所)筆者作成 

 
表 4 細部項目の重要度と満足度の平均差 

細部項目 重要度 満足度 t-value 

就職の容易度 4.474 3.996 4.352* 

就職可能な仕事場の多様性 5.285 3.493 14.382* 

賃金水準 4.711 3.893 6.421* 

家賃水準 4.785 4.559 1.891 

物価水準 4.630 4.482 1.227 

治安・防犯水準 5.743 3.187 17.479* 

医療サービス水準 5.153 4.280 8.718* 

ICT 環境の充実度 4.627 4.008 6.407* 

買い物の利便性 5.235 4.011 10.169* 

歩行安全度 4.308 3.564 5.694* 

自然災害からの安全性 5.258 4.330 8.699* 

空気の清浄度 5.278 4.045 8.808* 

街の美化水準 5.127 3.996 8.643* 

市内の緑地比率 4.682 4.038 5.086* 

市内の臨水地域比率 4.474 3.877 5.746* 

水質 5.250 4.110 8.616* 

環境技術の発展 4.869 4.425 3.645* 

通勤・通学の利便性 5.360 4.416 7.891* 

公共交通の充実・正確さ 5.438 4.307 9.502* 

公共交通の運賃 5.506 3.169 19.543* 

国際交通アクセス水準 4.775 3.955 6.360* 

国内市外移動への利便性 5.117 4.286 6.617* 
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交通の円滑さ 5.279 4.211 8.876* 

文化イベントの開催頻度 5.206 2.977 17.623* 

買物の魅力 5.023 3.086 14.927* 

食事の魅力 5.207 3.197 16.281* 

文化・娯楽施設の数 5.007 3.184 14.404* 

スポーツ行事・競技の数 4.319 3.053 10.962* 

歴史・伝統への接触機会 4.092 2.908 9.512* 

異文化との接触機会 5.102 2.947 16.654* 

観光スポットとしての魅力 4.830 2.941 14.957* 

*p<.001 

(出所)筆者作成 

 
 重要度と満足度の間の差が有意であるかを検証する t-test では、全ての分野の平均差が

有意確率 0.000 水準において統計的に有意であることが認められた。特に｢文化・交流

(1.825)｣と｢交通・アクセス(1.183)｣の重要度と満足度のギャップが比較的に大きいことが

確認できる。 
 各分野を構成している細部項目別に平均の差を分析した結果は<表 4>のとおりである。

重要度においては、全ての項目が 4 点以上を示していることが確認できる。つまり、応答

者は細部項目のほとんどを重要だと考えている。一方、全ての項目において満足度は重要

度に比べて低い状況である。言い換えれば、応答者は全ての項目において、自分の期待水

準に達していないと認識している。特に応答者が重要度を高く評価した項目は、｢治安・防

犯水準(5.743)｣、｢公共交通の運賃(5.506)｣、｢公共交通の充実・正確さ(5.438)｣である。

重要度を低く評価した項目は、｢歴史・伝統への接触機会(4.092)｣、｢歩行安全度(4.308)｣、

｢スポーツ行事・競技の数(4.319)｣である。前述したように満足度の場合は全般的に低い傾

向をみせているが、｢家賃水準(4.559)｣、｢物価水準(4.482)｣の場合は、4.5 に近い平均値

を示しており、比較的に満足度が高い方である。しかし、ほとんどの項目は満足度が低く、

特に｢歴史・伝統への接触機会(2.908)｣、｢観光スポットとしての魅力(2.941)｣、｢異文化と

の接触機会(2.947)｣、｢文化イベントの開催頻度(2.977)｣など文化・交流分野に属する項目

の満足度がもっとも低いことが確認できる。 
 重要度と満足度の間の差が有意であるかを検証する t-test では、｢家賃水準｣と｢物価水

準｣以外の項目の平均差が有意確率 0.000 水準において統計的に有意であることが認めら

れた。特に｢治安・防犯水準(2.556)｣、｢公共交通の運賃(2.337)｣、｢文化イベントの開催頻

度(2.230)｣の重要度と満足度のギャップが比較的に大きいことが確認できる。 
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2．IPA 分析 

        
   図 2 各細部項目に対する IPA 分析結果 

                            (出所)筆者作成 

 
 応答者が認識している重要度と満足度を測定し、そのギャップに意味づけをするために

IPA 分析を実施した。計 31 項目に対する IPA 分析結果は、<図 2>のとおりである。２次元

のクァドラント上に表記されている番号は、各項目の番号である。 
 維持の面に配置された項目は、応答者が重要だと考えており、同時に満足している項目

だといえる。つまり、この面に属している項目は、持続的に良い成果を出せるように現状

維持に心がける必要がある。この面に属している項目は、｢医療サービス水準｣、｢買い物の

利便性｣、｢自然災害からの安全性｣、｢空気の清浄度｣、｢街の美化水準｣、｢水質｣、｢通勤・

通学の利便性｣、｢公共交通の充実・正確さ｣、｢国内市外移動への利便性｣、｢交通の円滑さ｣

の計 10 項目である。環境分野と交通・アクセス分野の項目が 4 つずつ含まれており、両分

野においてのイメージや政策的な達成度は低くないといえる。 
 集中の面に配置された項目は、応答者は重要だと思っているが、実際の満足度は低い項

目であり、この面に属している項目に対しては、改善のための努力が集中させる必要があ

る。｢就職可能な仕事場の多様性｣、｢治安・防犯水準｣、｢公共交通の運賃｣、｢文化イベント

の開催頻度｣、｢買物の魅力｣、｢食事の魅力｣、｢文化・娯楽施設の数｣、｢異文化との接触機

会｣の計 8 項目が属している。環境分野を除いて、各分野の項目が含まれているが、圧倒的

に文化・交流分野(5 項目)の項目が多い状況である。 
 低順位の面に配置された項目は、応答者が項目に対して、あまり重要ではないと認識し

ており、満足度も低い状況で、現在以上の努力が無用なことを意味する。この面に属して
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いる項目は、｢歩行安全度｣、｢スポーツ行事・競技の数｣、｢歴史・伝統への接触機会｣、｢観

光スポットとしての魅力｣の計 4 項目である。主に文化・交流分野(3 項目)の項目が含まれ

ている。 
 過剰の面に配置された項目は、応答者があまり重要だと思っていないが、満足度は高い

項目である。この場合は、投与されている努力が過剰していると判断できるので、他の項

目の改善に努力を回す方がもっと有効である。この面に属している項目は、｢就職の容易度｣、

｢賃金水準｣、｢家賃水準｣、｢物価水準｣、｢ICT 環境の充実度｣、｢市内の緑地比率｣、｢市内の

臨水地域比率｣、｢環境技術の発展｣、｢国際交通アクセス水準｣の計 9 項目である。経済分野

(4 項目)と環境分野(3 項目)が主に該当している。 
 
Ⅴ. 要約および示唆 
 本研究は、予備調査としての簡単なアンケートを用いて、北九州市に対する若者層の認

識度を把握した上で、IPA 分析を通じて若者層が重要だと考えている属性と、それに関す

る満足度を概括的に把握してみることを目的とした。アンケートは、GPCI 指数で用いられ

ている都市の磁力を評価する項目を引用して構成した。最終的に IPA 分析の結果を通じて、

若者の誘引に関する示唆点を求めようとした。本研究の結果と示唆点は以下のように要約

できる。 
 まず、構成された質問項目が、各分野ごとに信頼性を確報していることは確認できた。 
 具体的には、若者たちの重要度と満足度の間では有意な平均の差が存在しており、全て

の項目に対して満足度が重要度を下回っていた 4)。若者にとって、北九州市は魅力的な都

市として認識されているとはいえない現状だと考えられる。特に文化・交流分野における

平均の差がもっとも大きいことは、第Ⅱ章で挙げた北九州市(2012)の若者認識調査の結果

と共通するともいえる。 
 サンプリングの厳密性などの問題で、一般的なレベルでまで解析することは難しいが、

調査対象の年齢層が統制(controlled)されていることに着目して、ある程度の示唆を得る

こともできると思われる。また、経済分野においては比較的に平均の差が大きくなかった

ことをみると、阿部(2013)の主張のように地域の選択において、経済的な要素に関する考

慮はそこまで影響力が強くないと思われる。もちろん、経済関連の部分の重要度が決して

低い状況ではないが、その分の満足度も高い状況であり、維持や過剰に主に配置されてい

る。ただし、経済部分において、就職の多様性だけが集中に配置されたことは、賃金や就

職可能な職場の数より北九州市の産業体質が若い世代に適しているのかを省察してみる必

要性を示唆している。 
 治安・防犯が‘集中’の項目に配置されたことも北九州市の慢性的なイメージの問題を

反映しているといえる。治安・防犯がもっとも重要度の高い項目として認識されているこ

とは、若い世代において北九州市の暗いイメージが未だに改善されてないことを意味して

いるとも考えられる。北九州市の｢平成 29 年度市民意識調査-市政評価と市政要望｣による
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と、10・20 代は｢防犯、暴力追放運動の推進｣の政策を 5 位として評価している。これは他

の世代(30 代、50 代、60 代、70 代以上では 1 位、40 代では 2 位)に比べて相対的に低い評

価であり、非常にその差も大きい 5)。実際の犯罪率や治安水準が良いとしても若い世代に

おいては、その効果が感じられない状況であると判断できる。本研究でも、若い世代が治

安・防犯において、重要度と満足度のギャップを強く感じていることが確認できた。特に

この項目が地域の印象と相関していることを考えてみると、若い世代の誘引を活性化させ

るためにも若い世代にその効果が伝われる治安・防犯面での政策が必要であると思われる。 
 文化・交流の分野の中の項目間の差が極端な特徴を示していることも考えてみる必要が

ある。IPA 分析をみると文化・交流の側面は、優先順位が上位であるが集中(｢文化イベン

トの開催頻度｣、｢買物の魅力｣、｢食事の魅力｣、｢文化・娯楽施設の数｣、｢異文化との接触

機会｣)と低順位(｢スポーツ行事・競技の数｣、｢歴史・伝統への接触機会｣、｢観光スポット

としての魅力｣)という両極端に項目が分かれて配置されている。若者にとって、文化・交

流の分野はその選好がはっきり区別されている可能性が高いと思われる。買物や食事の魅

力、イベントの頻度や異文化との接触、施設の数などの順位が上であるものの、伝統やス

ポーツなどの部分と観光地としての改善には、興味を示していない状況であり、日常レベ

ルにおいての楽しさに対する要求が強いということを示唆している。若者をターゲットに

する文化的なコンテンツなどももっと身近な感覚で考える必要があると思われる。 
 本研究は、予備調査を通じた分析であるため、迅速にある程度の傾向を把握することに

は有利だったものの、分析の厳密性には多くの課題が残っている。まず、サンプルの数と

属性別の確保である。若い世代に対する認識調査であるので年齢という属性は統制すると

しても、学歴や所得、出身地域 6)などのデータを追加して、分析に具体性を加える必要が

ある。また、IPA 分析が持っている限界性を考慮して、修正を加える必要性もある。Martilla 

and James(1977)の研究以来、IPA 分析方法は改善され続けている。本研究で用いた分析は、

探索的な調査の意味としてもっとも基本的な形の IPA である。この場合は、重要度と満足

度の間に関連性・非対称性(asymmetry)・非線形的(nonlinear)が存在する(Matzler 外, 

2004)ので、重要度が高いと自覚している項目の満足度も高く認識される傾向がある。つま

り、以降の研究として、本研究を踏まえた上で、修正 IPA 方法 7)を用いた本調査を行なう

べきである。 
 
 
〔注〕 

1)2017 年には 44 都市に対してのランキングを発表した。日本の場合は、東京、大阪、福岡が

評価対象に含まれている。また、GPCI は、アクター別(経営者、研究者、アーティスト、観

光客、生活者)の評価も全部 159 項目に基づいてランキング化している。本研究では、認識

の傾向を測定してみることを目的にしているため、アクター別の指標ではなく、総合力の指

標を用いた。 
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2)例えば、環境技術の場合は、リサイクルや再生エネルギー、電気自動車などの例を併記。文

化・娯楽施設の数の場合も、劇場・映画館・博物館などの例を併記した。 

3)予備調査として調査対象者の効率的な確保に集中した。便宜的標本抽出法とスノウボール法

は、非確率的なサンプリング方法であり、結果によって、ある程度の傾向の推測は可能であ

るが、本調査の結果が必ずしも若者層の一般的な認識であると一般化できることではない。 

4)若者の認識は、主にイメージに基づいている傾向があることも確かである。例えば、｢賃金

水準｣や｢家賃水準｣などの項目の場合は、18～29 歳の若者が豊富な経験に基づいて判断した

とは言いがたい。しかし、Kotler 外(1993)によると、都市イメージということが、人々があ

る都市や場所に対して持つ一連の反応、考え、印象の総体であり、精神的な定型化であるの

で、イメージは地域との相互作用へ影響を与える重要な要素であるため無視できない。 

5)市政評価の推移をみると｢防犯、暴力追放運動の推進｣は、平成 27 年度に 1 位になって 3 年

連続 1 位であるが、若い世代の中ではずっと評価が相対的に低い状況である。そして、総合

的にも、平均スコアは 0.856→0.659→0.617 と年々下降している。 

6)本研究においても、出身地域を｢市内｣と｢市外｣という 2 分類で答えてもらえたが、有意味な

平均差は認められなかった。 

7)代表的な修正 IPA 方法としては、three-factor model に基づいて、回帰分析を通じた明示的

な重要度と内在的な重要度を活用する Vavra(1997)の修正 IPA。絶対的満足度と相対的重要

度を活用するために偏相関係数を用いる Deng(2007)の修正 IPA が存在する。 
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行動経済学による生産スケジューリングの実用化に関する研究 

 

                      野村 利則、 吉村 英俊 

 

     Ⅰ 研究の背景と目的 

     Ⅱ 行動経済学と関連理論 

     Ⅲ 行動経済学に基づく生産スケジューリング 

     Ⅳ 研究結果とその考察 

     Ⅴ 新しい生産スケジューリングの実現と今後の課題 

      

＜要旨＞ 

 生産スケジューリングの役割は、次世代生産システムにおいてより重要となる。しかし、

現状は現場力に頼り、人への依存度が高く、次世代生産システムの生産連動には適してい

ない。本研究は、これまでの調査・研究［野村、2017］により得られた生産条件の「網羅

性1)」、スケジューリング結果の「納得性2)」、生産条件の競合に対する「調停3)」機能とい

う課題解決のために行動経済学の活用を試み、その実現方法を明らかにするものである。 

 

＜キーワード＞ 

生産意思決定、生産スケジューリング、網羅性、納得性、調停機能 
Production decision-making, Production scheduling, Comprehensibility of production 
conditions, Acceptability of scheduling result, Function of mediation 
 

Ⅰ 研究の背景と目的 

第 4 次生産革命ともいうべき次世代生産システムは工場をつなぎ、完成日時や数量、着

工順序などの生産情報を交換・連携し、工場間および工程間の生産連動によって「ものづ

くり」に変革をもたらそうとしている。そのためには、迅速で的確な生産意思決定と適時

かつ着実な生産実行が必要であり、生産意思決定としての生産スケジューリングとその処

理結果としての工程計画4)に対して、より重要な役割を求めている。 

しかし、先の研究［野村、2017］において示したように、現状は現場力に頼り、人への

依存度が高く生産連動には適さない。それは、考慮すべき生産条件を増やし、その網羅性

を高めるほど生産条件が競合し条件を満足できず処理結果に対する納得性が得られないこ

と。その対応のために人の介入、意思決定判断が必要であるなど課題も多い。一方、スケ

ジューリング手法の研究に目を転じると生産条件の網羅性の向上とともに複雑化し、解法

の近道を探るものの課題解決には至っていない。そして、これらの課題が生産条件の「網
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羅性」、スケジューリング結果の「納得性」、生産条件の競合に対する「調停」機能である

ことを見出した。［野村、2017］ 

これを踏まえて、本研究は生産スケジューリングが生産意思決定すなわち人間の生産活

動に対する意思決定であることから人間の行動意思決定に着目した。この行動意思決定を

解き明かすものが行動経済学であり、その知見の活用が課題解決には有効であると考えた。

とくに、不確実な状況下においてどのように行動意思決定されるのか、カーネマン5)とト

ベルスキー6)によって提唱された「プロスペクト理論」（詳細は「Ⅱ.3.(3) プロスペクト理

論」参照）が明らかにし、我々に多くの示唆を与えてくれる。それは、心理的価値により

行動意思決定するというものであり、損失の少ない方を選択するだけでなく、どう転んで

も損失を被りそうな状況においては、かなりの確率において損失を被る可能性があっても

小さな確率で利得を得る可能性があればギャンブル的な選択をする場合もあるとしている。

これは、このプロスペクト理論が示す行動意思決定が生産スケジューリングをより人間の

思考に近づけてくれる可能性を秘めている。 

本研究は、この知見の応用により課題に応え、問題の解決を図るための新しい生産スケ

ジューリング手法として提案し、実現方法とその有用性を示すものである。そこでは、人

が意思決定するときの関心事7)すなわち処理または判断時の着目点のみを生産条件として

網羅し、その生産条件に従って人に代わって生産スケジューリング処理を実行する。その

意思決定代替した処理結果を受け取った側（人間）の関心事に関する処理結果の評価（処

理結果の出来栄え）によって納得性を得ることができると考えた。 

また、既存の生産スケジューリングは加工できた製品数量など、主に機械的な産出量

（output）を評価対象とし、その効用をリニアな直線または逓減曲線で表される効用関数

により評価する。これに対して、新しい生産スケジューリングはプロスペクト理論を応用

し、スケジューリング担当者の関心事に対する処理結果の出来栄えを心理的価値として疑

似的に数値化する。そして、これを担当者が得ることのできる満足度（input）として扱う

ことにより処理結果を満足度の高い方向へ導くことにより納得性を高め、迅速な生産意思

決定を図るものである。このプロスペクト理論は生産以外の問題であれば、例えば購買行

動など人間の行動を対象とする問題に対してその応用は存在する。しかし、生産スケジュ

ーリングにおいては、プロスペクト理論を応用し処理結果から受ける心理的価値を評価対

象とした事例は存在しない。その意味において、本研究はこれまでにない新しいアプロー

チであるといえる。 

ただし、これは機械的な産出量という合理性による判断を軽視するものではなく、スケ

ジューリング担当者は生産するうえで何が効用の最大化であるかを知っており、機械的な

産出量を含む処理結果全般について、その確からしさを自分の経験や勘により確認できる

能力を保有していることを指したものである。それは、もしスケジューリング担当者が機

械的な産出量という効用最大化について知見を持っていなければ、処理結果の妥当性を評

価することはできず、現在利用されている既存の生産スケジューリングの存在意義をも否
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定してしまうことをその理由とする。 

Ⅱ 行動経済学と関連理論 

行動意思決定問題を考えるうえで、行動経済学が多くの有用な知見を与えてくれる。本

章においては、まず行動経済学に至るまでの諸理論として構造化問題と限定合理性につい

て触れる。それから、行動経済学の骨格をなす諸理論を調べ、それが実社会の中でどのよ

うに活用されているのか事例を挙げる。そこから行動経済学の諸理論を使って我々の行動

意思決定をどのように分析、改善することができるのかを学び、その結果を生産スケジュ

ーリングに活用する。 

1 構造化問題 

意思決定とは「将来起こるであろう事象を予測し、とるべき行動を決める」ことである。

既に起きてしまった過去の事象と（現在を境として）これから起きる事象は別ものである

から、未来を予測する意思決定には確実性は存在せず、本源的に「勘」の領域のものであ

る。過去を注視しすぎるとバイアスが働き、正しい意思決定を阻害する可能性が出てくる。

実際に我々が遭遇する意思決定が必要な問題とは何か。その問題をどのように解決すれば

よいのか。この問題に対してサイモン8)が、その著書『意思決定の科学』において多くの

示唆を与えてくれている。それは、問題事象とその対策を構造化し機械的な解決手段を講

じることができるものと例外的で構造化が困難な問題の存在である。 

具体的には、構造化可能な問題とは解決ロジックが明確なもので、詳細生産計画の立案

や最適な資材調達量の決定など、数学的な定式化によって人の意思決定に代えてコンピュ

ータで代替可能なもの。構造化困難な問題は、工場建設や設備増強、新規事業や企業合併

など、事案ごとに目的も環境も大きく異なり、解決するロジックが存在しないもの。この

場合、情報システムは役に立たない。その多くが、最終的にはトップの意思決定（勘）に

より戦略的意思決定がなされ問題解決が図られる。半構造化は、構造化可能な問題と構造

化困難な問題の中間。構造化可能な問題のような定型的な解法はない。しかし、情報シス

テムなどの支援によって、人と機械が協働することにより解答が見出せるというような問

題が該当する。［サイモン、1979］ 

本研究においても、システム化できるものと人との協業が必要な作業について分析、考

察するうえで重要なフレームワークとなるものである。 

2 限定合理性 

人間の行動意思決定において、伝統的な経済学では経済人は利用できるすべての選択肢

の中から選び、その結果として得られる利益の最大化を図るとされていた。これに対して

サイモンは、その著書『経営行動』において「合理性は選択に対して起こる結果について

完全な知識と予測を必要とする。しかし、結果に係る知識は断片的で不完全なものである
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（知識の不完全性）。そして、その結果は将来のことであるから、経験的な感覚と想像によ

って結果と価値を結び付けるため価値の予測は困難かつ不完全なものとなる（予測の困難

性）。さらに、合理性は起こり得る代替可能な行動の選択肢すべての中から選択を要求され

る。しかし、実際の行動においては、代替可能な行動の選択肢の中のいくつかしか思いつ

かない（行動可能性の範囲）」と述べている。［サイモン、2009］ 

すなわち、人間が知識の不完全性、予測の困難性、行動可能性の範囲により限定された
．．．．．

合理性
．．．

しか持ちえないことを示したものである。また、この現実世界の人間を経営人と表

現し、経営人が限定された合理性の中にあって、そこから満足できる選択肢を選び意思決

定を図ることを「妥当な利益」や「適正な価格」などの経験的証拠から示している。 

3 行動経済学の理論 

行動経済学が生まれる背景となった限定合理性にはじまり、心理学の知見に基づき人間

の思考メカニズムを明らかにしたうえで、我々人間がどのように行動意思決定をするのか、

行動経済学の骨格をなす諸理論を示す。 

(1) 「速い思考」と「遅い思考」 

限定された合理性の下、我々人間がどのように判断し意思決定しているのか、カーネマ

ンは、その著書『ファスト＆スロー』において意思決定の判断と選択の思考メカニズムを

直観的かつ感情的な「速い思考」（以下、システム 1 とする）と、意識的かつ論理的な「遅

い思考」（以下、システム 2 とする）の 2 つのシステムによって説明している。要約する

と、2 つのシステムは次のような機能を有するものである。 

まず、システム 1 は我々が目覚めているときは常に処理可能状態にあり自動的かつ高速

に働き、働かせるための努力はまったく不要か、必要であってもわずかでしかない。その

ため無意識に働き自らコントロールしているという感覚はない。例えば、突然響き渡る音

の方向を感知したり、「猫に○○」という対句を完成させたり、「2+2=4」のような簡単な

計算結果を答えたりするような言語や文化などの知識および記憶に基づき、いとも簡単に

処理できる。 

次に、システム 2 は複雑な計算など頭を使わなければできない困難な知的活動で、注意

力が必要なもの。例えば、人が大勢いる中で特定の人物の声に耳を澄ましたり、文章の中

に現れる特定の文字の出現回数を数えたり、2 つの商品の機能を総合的に比較評価するな

ど、注意力を払わなければできないもの。通常、システム 2 は活動レベルを低く抑えてい

る。システム 1 が処理した結果として生み出す印象、直観、意志、感触がシステム 2 へと

渡され、とくに問題ない場合は了承し確信に変わる。また、システム 1 が困難な問題に遭

遇するとシステム 2 が駆り出され処理にあたり、緻密な計算や複雑な問題に対処する。例

えば、「17×24=408」の掛け算の答えを出したり、想定外の事象が発生した時に注意力が

高まるのは、このためである。 
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ほとんどの場合において、うまく処理できるのはシステム 1 がだいたいうまく処理して

くれるおかげである。それまでに経験し慣れ親しんだ状況に対しては、システム 1 がつく

り上げたモデルは正確で、予測もおおむね正しい。ただし、システム 1 は本来の質問をや

さしい質問に置き換えて答えようとするため、そこにバイアスが生じる。また、システム

1 はその働きを切ることができないため、システム 2 が処理しなければならない複雑な状

況においてもシステム 1 が自動反応し、邪魔をしてしまう。例えば、システム 2 の働きで

同じ大きさと分かっている物体がシステム 1 の直観的な働きによって異なる大きさに見え

てしまったり、逆に異なるものが同じものに見えてしまう錯覚は、システム 1 の働きを切

ることができないことによるシステム 1 とシステム 2 の衝突により生じるものである。［カ

ーネマン、2012a］ 

(2) ヒューリスティクスとバイアス 

複雑な問題に対して我々人間がなぜ直観的に応えられるのかという疑問に対してカーネ

マンは、難しい質問に対してすぐに満足な答えが出せないとき、システム 1 はもとの質問

に関連する簡単な質問を見つけ「置き換え（substitution）」操作によって代りの質問に答

えるからであるとしている。そして、この置き換えは正確に的を絞ることなく自動的に開

始され、簡単なヒューリスティクスに置き換えて即座に答えを出すことを容易とし、シス

テム 2 に負荷をかけずに処理することを可能としている。このとき、もともと答えるべき

質問を「ターゲット質問」、代りに答える簡単な質問を「ヒューリスティクス質問」と呼び、

この置き換えという考え方は、その後のヒューリスティクスとバイアス研究の柱となった。

なお、ヒューリスティクスの専門的定義は、「困難な質問に対して、適切ではあるが往々に

して不完全な答えを見つけるための単純な手続き」である。［カーネマン、2012a］ 
実際に我々はどのようにして「ヒューリスティクス質問」への置き換えを行っているの

か、「代表性ヒューリスティック9)」、「利用可能性ヒューリスティック10)」、「係留ヒューリ

スティック11)」という 3 つの代表的な近道とそこに生じる 3 つの偏り「代表性バイアス12)」、

「利用可能性バイアス13)」、「係留バイアス14)」に着目し、その特性を知ることによって発

生原因を生じさせない対策を講じ、それを防止方法として活用することができる。 

(3) プロスペクト理論 

プロスペクト理論は、人間が不確実性下においてどのように予測し、行動意思決定する

かを論ずるものである。同じ規模の利得と損失を比較した場合、損失の方を大きく見積も

ること（「図Ⅱ.3.(3) 利得損失と心理的価値」）。 

また、利得または損失の発生確率によって、その行動意思決定はリスク回避的にもリス

ク志向的にもなるという 2 点が理論の主柱をなしている。それまでの人間が最終的な富の

状態によって選択するというベルヌーイの理論15)に対し、選択は富の変化によって判断さ

れるというカーネマンとエイモスの反証研究から生まれたものである。カーネマンは、次
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のような問題を提示することによって、これを説明している。 

 

問題１ あなたはどちらを選びますか？ 
Ａ：確実に 900 ドルもらえる。 
Ｂ：90%の確率で 1000 ドルもらえる。 

 

問題 2 あなたはどちらを選びますか？ 
Ａ：確実に 900 ドル失う。 
Ｂ：90%の確率で 1000 ドル失う。 

 

問題 1 では、大多数の人は確実に 900 ドル得られることの主観的価値が 90%の確率で得 

られる 1000 ドルの主観的価値を上回るためＡを選び、リスク回避を図る。これは、ベル

ヌーイの理論とも一致する。ところが、問題 2
では、大多数の人は確実に 900 ドル失うことの

負の価値が 90%の確率で失う 1000 ドルの負の

価値を上回るためＢのギャンブルを選ぶ。 

さらに、次の問題 3 と問題 4 では最終的な富

の状態が同じになるように、まったく同じ選択

肢を与えている。確実な選択肢を選べば、これ

までより 1500 ドルの富が増える。ギャンブル

を選べば、どちらの問題でも同じ確率で 1000
ドルまたは 2000 ドル増える。ベルヌーイの理

論に従えば、いずれの問題においても同じもの

を選ぶはずである。 
 

問題 3 あなたは現在の富に上乗せして 1000 ドルもらったうえで、次のどちら

かを選ぶように言われました。 
Ａ：50%の確率で 1000 ドルもらう。 
Ｂ：確実に 500 ドルもらう。 

 
問題 4 あなたは現在の富に上乗せして 2000 ドルもらったうえで、次のどちら

かを選ぶように言われました。 
Ａ：50%の確率で 1000 ドル失う。 
Ｂ：確実に 500 ドル失う。 
 

 

    
 

 
 図Ⅱ.3.(3) 利得損失と心理的価値 
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問題 3 では、大多数の人が確実な B を選択する。そして、問題 4 では A のギャンブル

を選ぶ。すなわち、不確実な状況下にあってどちらの選択肢も損失を被る結果となる場合、

リスク志向的な行動意思決定をするということであり、明確にベルヌーイの理論とは異な

る選択をするということが示されている。これら実験結果から、カーネマンはプロスペク

ト理論の 3 つの特徴を導き出している。 

第 1 の特徴は、評価が中立の参照点に対して行われること。この参照点は順応レベルと

も呼ばれることもあり、それを準備した３つのボウルで説明している。左のボウルに氷水、

右のボウルに湯、真中のボウルに常温の水を入れ、左手を氷水、右手を湯の入ったボウル

に 1 分間浸してから両手を常温の水の入ったボウルに入れる。すると、同じ水であっても

左手は暖かく、右手は冷たく感じる。通常、金銭的結果の場合の参照点は期待結果である。

参照点を上回る結果が利得、下回る結果が損失となる。 
第 2 の特徴は、感応度逓減性（diminishing sensitivity）があること。例えば、暗い部

屋でかすかな明かりのランプを灯しただけで大きな効果（明るさ）を感じることができる

が、煌々と照明が輝く部屋でランプ 1 つくらい灯されても気づくことはできない。同じよ

うに手持ちのお金が 1,000 円から 2,000 円に増えれば、ありがたみを感じるが、9,000 円

が 10,000 円に増えても、それほどのありがたみは感じられない。 
第 3 の特徴は、損失回避性（loss aversion）があること。プラスの期待や経験とマイナ

スの憂慮や経験との間の非対称性は、損失と利得を直接比較した場合でも確率で重みづけ

した場合でも、損失は利得の 2 倍も強く感じられ、損失を避けようとする。しかし、確実

な損失か不確実であるが大きな損失という状況のように、どちらに転んでも損失となるよ

うな選択の場合は、心理的価値に対する感応度の低減によってギャンブルを選択し、リス

ク追及的になることを示している。［カーネマン、2012b］ 

Ⅲ 行動経済学に基づく生産スケジューリング 

本章の目的は、生産意思決定としての生産スケジューリング処理結果をスケジューリン

グ担当者の満足が得られ、納得性が確保できるものとすることにある。そのために、行動

意思決定でもある生産スケジューリングへスケジューリング担当者の意思を生産条件とい

う形で注入すること。そして、注入条件にしたがって生産スケジューリング処理を実行す

ることによりスケジューリング担当者の意思決定を代替することにある。さらに、処理結

果である工程計画が生産意思決定としての機能を果たし、生産システムによる工場間また

は工程間における生産連動を実現することにある。 
ここに至る経緯は、既存の生産スケジューリングがその実行において生産条件（制約条

件）が増え網羅性が高まるほど条件が競合し条件間の調整がつかず、処理結果に対する納

得性が得られなくなり満足度の低下を招くこと。その結果、納得できない状況に対して妥

協するか人の介入により状況の打開を図るなど、既存の生産スケジューリングによる生産

意思決定には限界があること。また、これは生産条件の「網羅性」、スケジューリング結果
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への「納得性」、競合する生産条件間の「調停」機能が生産スケジューリング問題の課題で

あるという、先の研究［野村、2017］に基づくものである。 
また、問題解決を図るために新しい生産スケジューリングの具体的な方策について考察

し、提案するものである。 

1 既存生産スケジューリングにおける生産意思決定の限界 

既存の生産スケジューリングにおいて、その中核をなす OR 的アプローチは生産条件を

数式などによりモデル化し、我々に最適解を与えてくれる。しかし、それは前提条件とし

て与えた生産条件下における答えであって、複雑な生産モデルとなると数式で表すことが

困難になったり、処理時間がかかるために簡略化して近似解を求めるにとどまる。 
これに対して、限定合理性が示すように、そもそも人間には能力の限界があるから完全

に条件を網羅することは不可能でありながらも、人間は自身の知識や経験に基づいて、い

とも簡単に現実解を導き出してしまう。この乖離が既存の生産スケジューリング処理結果

において生産条件を満足できない場合にその状況を受容するか、人手による調整介入など、

人の介在なしに生産スケジューリングを実行することを困難にしている。例えば、生産順

序問題において平準化のレベルを高めるために生産条件を増やし、その網羅性
．．．

を高めれば

高めるほど条件の競合が起こり競合条件間の調整をうまく執ることができず、結果的には

妥協しその状況を受容するか、人の介入が生じるなど満足度の低下を招き、処理結果に対

する納得性
．．．

が得られないという状況につながってしまう。 

2 生産スケジューリングの意義と納得性 

生産スケジューリングの処理結果をより有用なものとすべく、生産スケジューリングの

本質的な目的、意義から捉えなおす。これまでの研究から生産スケジューリング問題に対

する課題は生産条件の「網羅性」、スケジューリング結果への「納得性」、そのための生産

条件間の「調停」機能であった。とくに処理結果を受容するという意味において「納得性」

は重要ポイントであり、処理結果から受ける印象または感覚という形のない人の内面の問

題であることから、ここでは行動経済学により明らかとなった「プロスペクト理論」に基

づく心理的価値と行動意思決定に着目する。 
これは、計画（プランまたはスケジュール）が計画遂行者の実行意思決定であると同時

に意思決定者の責任が発生するものであるから、計画には意思決定者の納得が最も重要で

あることをその理由とする。すなわち、納得するためにはスケジューリング結果が満足で

きるレベルであり、意思決定者にとって心理的に受容可能なものでなければならない。そ

のために「プロスペクト理論」を応用し心理的価値により評価することが損失のより少な

い（利得の大きい）処理結果をもたらし、ときには局所的な損失があっても全体的には利

得の大きい処理結果をもたらすことができると考えた。 

また、実際の生産活動において計画どおりに生産が進まない場合、意思決定者が主催す
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る関連部署との対策会議や個別の対策調整を執ること。そして、計画変更が必要な場合に

おいて意思決定者の意思としての変更および関連部署への手配行動から納得の重要性を見

て取ることができる。結局のところ、計画は意思決定者の意志そのものなのである。それ

が、生産スケジューリングへの行動経済学の応用を意義あるものとする。（図Ⅲ.2） 

 

3 既存の生産スケジューリングとの差異（新規性） 

既存の生産スケジューリングが加工できた製品数量など、主に機械的な産出量（output）
などを対象とし、その効用を評価する。これに対し、新しい生産スケジューリングはプロ

スペクト理論の応用によりスケジューリング担当者の関心事に対する処理結果の出来栄え

を心理的価値として疑似的に数値化し、これを担当者が得ることのできる満足度（input）
として扱い、その処理結果を満足度の高い方向へ導くことにより納得性を高め、迅速な生

産意思決定を狙うものである。 
具体的には、既存の生産スケジューリングは生産工程または生産設備を直接の対象とし

たものである。主として OR 的アプローチにより与えられた条件下における効用として、

生産工程または生産設備から産出量（output）を評価する。その目的は効用の最大化また

は与えられた資源内において生産可能な生産順序などを求め、実行計画として詳細スケジ

ュールを立案するものである。それが産出量の場合、機械設備という物理的な特性から生

産条件とその効用はリニアな直線または逓減曲線に表す関係にある。また、対象が生産順

序問題の場合はその並びが設定された禁止則をクリアすることができるかなどを評価する

（図Ⅲ.3.a）。 
 

  
 

   
 図Ⅲ.2 生産スケジューリングの意義 
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しかしながら、生産を決定づける要因は

多岐にわたり生産条件のすべてを網羅する

ことは現実的に難しい。処理結果は、あく

までも与えられた条件下における実行可能

解にすぎず、限定合理性に従えば人間の能

力には限界があるから、処理結果が正しい

と確信し納得できるとも限らない。とくに

OR 的アプローチにおいて扱う生産条件は、

制約条件として与えられるものであるから、

あくまでも「やってはいけないこと」、「あ

ってはならないこと」を示しているのであ

って、「してほしいこと」、「なってほしいこ

と」を求めているわけではない。このあた

りに既存の生産スケジューリングに対して

納得性が得られない理由があるのではない

かと筆者は考える。 
これに対し、新しい生産スケジューリングは処理結果に対する人（担当者）の評価を対

象として扱うものである。それは、与えられた条件下における処理とその結果を前述の「心

理的価値」に変換し、評価する。すなわち、既存の生産スケジューリングが現実の世界で

起こる事象やそこで実現される生産設備の産出量（output）を対象としているのに対して、

新しい生産スケジューリングは心理的価値として疑似的に数値化された担当者の利得また

は損失による満足度（input）を納得性という表現により扱うものである。本研究において

はプロスペクト理論を応用し、この心理的価値を「十分条件」、「必要条件」、「絶対条件」

と呼び、3 つの条件をそれぞれの特性による数値で表す。 
「必要条件」は期待値を表し、プロスペクト理論の参照点に当たるものである。「十分条

件」は、これ以上利得が増えない状態を示し、これを超えた場合はその時点で合格として

扱う。「絶対条件」は、これ以上損失が増えない状態を示し、これを下回った場合は損失を

受容できず損失回避のため、これを不合格として扱う。そして、必要条件と十分条件を結

ぶ凸曲線は利得とリスク回避的な状態を表し、必要条件と絶対条件を結ぶ凹曲線は損失と

リスク選好にもなり得る状態を表す。生産条件が競合するとき、それぞれの生産条件につ

いて利得・損失曲線上の心理的価値としての利得が多い（損失が少ない）方を選ぶことに

より調停を図る。さらに、すべての評価対象が不合格となった場合は不合格事象の評価相

手先まで遡り、その時点で選択されている次の生産条件に選択しなおす（スケジュールの

蒔き直しを行い、この部分だけを捉えれば悪い条件を選ぶ）ことによりリスク選好的な調

停をも実現可能とする（図Ⅲ.3.b）。 

  
 

 
 図Ⅲ.3.a 既存の生産スケジューリング 
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再び既存のスケジューリングに目を向けると、生産スケジューリング以外の問題であれ

ば、例えば購買行動など人間の行動を対象とする問題に対してはプロスペクト理論の応用

は存在する。しかし、生産スケジューリン

グにおいては、その多くが生産活動を生産

設備や生産工程という機械的なものとして

とらえているため、人の意思決定行動に着

目しプロスペクト理論の応用による処理結

果から受ける心理的価値を評価対象とした

事例は存在せず、本研究はこれまでにない

新しい手法といえる。 
なお、これは機械的な産出量という合理

性による判断を軽視するものではなく、ス

ケジューリング担当者は生産するうえで何

が効用の最大化であるかを知っており、機

械的な産出量を含む処理結果全般について、

その確からしさを自分の経験や勘に基づき

確認するという考えによるものである。もし、スケジューリング担当者が機械的な産出量

という効用最大化について知見を持っていなければ、処理結果の妥当性を評価することは

できないのであり、それは既存の生産スケジューリングの存在意義をも否定することにな

るからである。 

4 課題解決の基本的考え方 

基本的な考え方として「人間の能力には限界があり、だいたいのところで納得し意思決

定している」という「限定合理性」をその前提とする。したがって、必ずしも数理的な合

理的意思決定によらずスケジューリング担当者自身の関心事（着目点）と期待値を取り入

れ、スケジューリング結果を実行に移した場合に得られる関心事に対する満足度を評価す

るために数値化した心理的価値により判断し、意思決定することとする。そのうえで、生

産条件の「網羅性」、スケジューリング結果への「納得性」、そのための生産条件間の「調

停」機能という生産スケジューリング問題の課題解決に取り組む。なお、ここでいう網羅

性とは担当者の関心事、すなわち処理結果に対して納得できるかの判断対象事象を生産条

件として漏れなく取り込むことを指す。 

5 検証対象生産モデル 

検証のために生産モデルを定義する。対象は生産順序問題とし、製品の並びが平準化さ

れ作業負荷の高い製品仕様の投入間隔が一定以上となるように制御することを中心機能と

する。そして、その生産モデルは製品を一個流し生産する単一工程、単一ラインの生産工

  
 

 
  
 図Ⅲ.3.b 心理的価値と意思決定 
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程を前提とする（図Ⅲ.5）。一個流し、単一工程、単一ラインという単純化によって、複雑

な設備環境から受ける影響を排除し、論理的可視性を確保する。 

また、この生産工程で生産する製品系列16)は 2 系列（系列ⅰ、ⅱ）とし、身近な耐久消

費財で例に挙げると「iPhone」や「iPad」などの製品呼称、「プリウス」や「フィット」

のような自動車の車名で区分される製品群がこれに相当する。製品型式17)は 2 系列を通じ

て最大 10 型式（製品型式 A,B,C,D,E,F,G,H,I,J）とし、製品系列や仕様などの組み合わせ

を表す製品記号である。例えば、製品カタ

ログなどに記載されている「iPhoneⅩ」の

製品番号「MQAY2J/A」や「iPad」の型番

「MB292J/A」、「プリウス」の車種型式

「ZVW50AHXEB」や「フィット」の車種

型式「DAA-GP5」などの表記が製品型式

に該当する。そして、製品が装備するオプ

ション仕様や機能を表す個別仕様は、電機

の「出力（ワット数）」や IT 機器の「メモ

リ容量」、自動車の「自動ブレーキ」や「サ

ンルーフ」などのような最大 5 機能要素（仕様 a,b,c,d,e）で構成するものとする。ただし、

製品型式別の生産量および生産のために必要な材料部品などの資源は、上位かつ上流に位

置する生産管理業務において決定され、準備されているものとする。これは、「いつまでに、

何を、いくつ造るか」という生産計画（Production Planning）と「どの順番で、いつ着

工し、いつ完成させるか」という生産スケジューリング（Production Scheduling）を明確

に区分し、本課題が後者を対象として扱うことを示す。 

6 新しい生産スケジューリング手法の構造 

新しい生産スケジューリングの手法および構造については、OR に代表される経営工学

的解法に加えて、情報処理技術は欠かすことができない重要な要素である。とりわけデー

タベース（DB）18)の活用は課題解決を図るうえで有用であり、具体的実現方法や解決方法

については工学的、技術的な論述にも紙幅を割く。 
その基本構造は、生産条件と生産計画を入力（input）する「生産条件取込（意思入れ）」、

生産計画を生産条件に基づいて工程計画へと変換（process）し立案する「スケジューリン

グ（意思実行）」、処理結果としての工程計画をスケジューリング担当者や関連者に対して

提示出力（output）し、最もよいとするものを選択したうえで最終意思決定する「工程計

画選択（最終意思決定）」により構成する（図Ⅲ.6）。そして、この一連の処理過程におい

て、バイアスや損失に対する過敏な反応を抑制し、「納得性」の高い処理結果を得るために

「プロスペクト理論」に代表される行動経済学の知見を応用する。 
なお、研究対象の製造業の中にあっても大手企業は相対的に生産管理レベルが高く、材

  
  
 

 
  
 図Ⅲ.5 対象生産工程（モデル） 
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料部品表19)や QC 工程表20)、作業標準21)など生産管理データの精度も高く整備されている。

したがって、生産スケジューリングに必要な生産条件はこれら生産管理データから得られ

ることもある。しかしながら、中小企業の生産管理レベルは必ずしも高いとは言えず、生

産管理データの整備が不十分か、整備されていないことも多く、生産スケジューリングの

ための新たなデータ管理の必要性が発生する可能性はある。 

(1) 生産条件取込（意思入れ） 

本項「生産条件取込」の中心的機能と役割は、スケジューリング処理条件となる生産条

件の網羅性を向上させ、同時に生産条件にスケジューリング担当者のバイアスが生じない

ように客観的な生産条件値を設定することにある。すなわち、スケジューリング担当者の

意思を正しく生産スケジューリングに反映させること（意思入れ）と生産条件の客観性の

確保の両立にある。また、同時に網羅性を確保するための条件設定の容易性にも留意する。 
生産条件には、「自動ブレーキ」または「サンルーフ」のいずれかなど、単一の装備仕様

を対象とする個別生産条件と、「自動ブレーキ」および「サンルーフ」の両方など、複数の

装備仕様を同時に対象とする複合生産条件が存在する。これら生産条件の取込手順は、ま

ず製品型式が持つ製品仕様を基にスケジューリング条件としたい仕様のみについて、製品

型式から個別生産条件へ展開し変換する。次に、製品型式から展開された個別生産条件の

組み合わせパターンとして複合生産条件を自動生成し、その組み合わせに基づいて複合生

  
 

 
  
 図Ⅲ.6 生産スケジューリング手順 
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産条件と個別生産条件との関連性を管理する。そして、この生産条件毎に生産計画台数か

らプロスペクト理論に基づく生産条件値（投入間隔台数）を設定する。この生産条件の構 
成と取込処理の基本的考え方とその手順を示す。（図Ⅲ.6.(1)） 

① 「生産条件定義」の設定 

スケジューリング担当者の関心事であるスケジューリング処理条件を「生産条件定義」

に設定する。まず、「区分定義部」には該当生産条件がどのような属性の集合なのか、製品

系列や例えば自動車であれば「サンルーフ」のような製品仕様の属性を表す基本的分類（カ

テゴリ）を設定する。そして、「識別定義部」には該当生産条件がどのような仕様のものな

のか、例えば自動車の「サンルーフ」であれば「電動スライドサンルーフ」（モータ駆動開

閉）や「チルト式サンルーフ」（手動開閉）などの区分を設定する。そして、「処理条件定

義部」には、「絶対条件」、「必要条件」、「十分条件」のそれぞれについて、スケジューリン

グ処理における取り扱い方、振る舞い方の条件を設定する。さらに、「条件値定義部」には

上記「処理条件定義部」に対する「資源量」（何台まで生産可能か）または「投入間隔台数」

（何台空けて生産するか）などの条件値を設定する。（図Ⅲ.6.(1)の①に示す） 

① 「製品型式生産条件対応表」の設定 

期間生産計画22)には製品であれば製品型式または製品に付与された部品番号、部品であ

れば部品番号と生産予定日および生産数量が設定されている。この期間生産計画に設定さ

  
 

 
  
 図Ⅲ.6.(1) 生産条件取込イメージ 
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れた製品型式または部品番号から個別生産条件へ変換するための対応関係を設定するもの

である。具体的には、生産計画対象となる製品型式または部品番号のすべてについて、そ

れがどの個別生産条件に該当するか、「生産条件定義」（「区分定義部」、「条件区分」、「識別

定義部」、「識別区分」の 4 条件より構成）との対応関係を設定し、関連付ける。この変換、

関連付け条件を「製品型式生産条件対応表」と呼ぶこととする。（図Ⅲ.6.(1)の②に示す） 

② 複合生産条件の自動生成 

前記の「製品型式生産条件対応表」は該当する個別生産条件を 1 つしか持たない製品型

式は 1 件のみ、該当する個別生産条件を複数個持つ製品型式は 2 件以上の製品型式生産条

件対応表が生成されている。このうち、1 つの製品型式に対して 2 件以上の生産条件の組

み合わせを持つデータを抽出し、その組み合わせデータを合成することによって複合生産

条件分の「生産条件定義」として自動生成する。 
さらに、「生産条件定義」の「区分定義部」について、複合生産条件および個別生産条件

のいずれにも包含される製品系列のような基本的分類（カテゴリ）の集合属性を持つ個別

生産条件を親とし、ここまでに生成した複合生産条件および個別生産条件のすべてと、そ

の親との間の親子関係を自動生成する。この生産条件間の親子関係を「生産条件接続表」

と呼ぶこととする。 
そして、「生産条件接続表」に生成した生産条件間の親子関係を基にして期間生産計画に

存在する製品型式に対応する複合生産条件または個別生産条件を最下位層とし、親の個別

生産条件にたどり着くまでの経路を上位方向に構築・生成する。親の個別生産条件にたど

り着いたものは、最上位の根（すべての本）に接続する。この期間生産計画に存在する製

品から親の個別生産条件、さらに根に至るまでの関係性を木構造（ツリー）で階層的に表

現し、これを「生産条件連関表」と呼ぶこととする。この「生産条件連関表」の階層的な

関連性を基に次項スケジューリング処理において生産計画から工程計画へとスケジュール

配分する。（図Ⅲ.6.(1)の③に示す） 

③ 生産計画に基づく条件値生成 

個別生産条件は期間生産計画における個別の生産計画数量にしたがい、複合生産条件は

期間生産計画からそれを構成する個別生産条件の合計生産計画数量を求め、絶対条件、必

要条件、十分条件それぞれについて条件値としての投入間隔台数を設定する。これは、バ

イアス除去と設定条件の客観性向上対策としての意味を持ち、特定の個別生産条件に対し

て過度に固執したり、その生産計画台数がアンカーとなって複合生産条件について誤った

期待を抱くことの防止を狙っている。ここに生産スケジューリングへの行動経済学から得

られた知見の応用がある。また、これは生産スケジューリング担当者の意思の注入であり、

納得性を図るうえで本研究の重要ポイントとなるものである。 

具体的には、必要条件、十分条件、絶対条件のそれぞれについて、求めた生産計画数量
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に対する投入間隔計画値を生産計画比率の逆数の整数部（小数部切捨て）とし、それぞれ

に設定された参照係数（0~1 の小数値）を乗じた値を投入間隔台数条件値として「生産条

件定義」に自動設定する。また、条件値として固定数値を手動設定することも可能とし、

例えば絶対条件値に 1 を設定することによって、連続投入禁止を厳守させることができる。 

この投入間隔条件は、生産計画比率に基づく必要条件を参照点とし、これ以上投入間隔

が大きくなっても利得としての心理的価値

が増加しない十分条件と、これ以上投入間

隔が小さくなっても損失としての心理的価

値が減少しない絶対条件とを結ぶ曲線で表

すことができる。この曲線上における投入

間隔台数に対する得失として得られる心理

的価値を数値化することによってスケジュ

ーリング処理結果を評価するものとする。

また、この時の心理的価値がプラスのとき

が納得性の得られている状態を表す。マイ

ナスのときは、生産条件間の調停や比較に

よって選択意思決定が必要な状態を表す。

（図Ⅲ.6.(1)の④に示す） 

(2) スケジューリング（意思実行） 

本項「スケジューリング」の中心的機能とその役割は、前項で生成した生産条件にした

がい、対象とする期間の生産計画から生産順序としての工程計画へ変換すること。すなわ

ち、スケジューリング担当者に代わって注入された担当者の意思を実行することである。

この生産順序を決める過程において、行動経済学の知見に基づきプロスペクト理論の応用

により利得と損失によって評価し、納得性の得られるスケジュール配列を探り出す。 
その処理は、まず「①計画配分とスケジュール配列生成」において、今回のスケジュー

ル順序となる生産条件の候補を決める。そして、次の「②制約条件の判定」において、候

補の生産条件に対する生産制約として条件値設定されている投入間隔台数を実現すること

ができているか、その利得と損失による評価判定を行う。そして、最後の「③スケジュー

リング処理結果の記録」において、条件選択結果としてそのスケジュール配列を評価判定

結果とともに記録することにより実現する。この一連の処理は期間生産計画が要求する数

量分だけ繰り返し、スパイラルしながら該当のスケジュール順序となる生産条件の候補を

求め、組み合わせ可能なスケジュール配列のパターン数分、順次実行する（図Ⅲ.6.(2)）。 
また、処理過程においては損失が最小（利得が最大）となる生産条件の選択や、すべて

が損失のときにあえて損失を選ぶことにより問題解決と全体的な利得を図るなど、スケジ

ューリング担当者に代わる意思決定代替としてプロスペクト理論を応用する。 

  
 

 
 図Ⅲ.6.(1).④ 投入間隔と心理的価値 
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① 計画配分とスケジュール配列生成 

スケジュール配列（順序）は、均質な配列をつくり出すために「生産条件連関表」に設

定された個別生産条件および複合生産条件の親子関係を表す木構造（ツリー）に基づき、

その生産計画数量比にしたがって階層的に繰り返しながら生産条件別に配分し、生成する。

その処理方法は生産条件別に求めた生産計画台数とその生産計画比率に基づいて各階層の

親子関係の子側生産条件へと計画を配分し、最下位層の生産条件によるスケジュール配列

を生成する。ここでは、出現率23)を用いて生産計画比率に対して配分比率実績の乖離が大

きい、すなわち処理中における分配率（＝配分比率実績÷生産計画比率）の小さい生産条

件から配分して行くことによって金太郎飴のように均等に配分し、その生産条件を制約条

件の判定候補とする。 
なお、次の制約条件の判定で確定しなかった場合、この出現率による計画配分を分配率

が次に小さい生産条件、さらにその次に小さい生産条件へと対象生産条件がなくなるまで

続け、生産条件の組合せであるスケジュール配列の生成を繰り返す。 

② 制約条件の判定 

制約条件の評価判定は、プロスペクト理論の応用により生産条件定義の必要条件を参照

  
 

 
  
 図Ⅲ.6.(2) スケジューリング 
  



 

100 
 

点、投入間隔の増加に対しこれ以上利得としての心理的価値が増加しない投入間隔台数を

十分条件、投入間隔の減少に対しこれ以上損失としての心理的価値が減少しない投入間隔

台数を絶対条件とし、これらを結ぶ曲線から投入間隔台数に対する利得または損失として

得られる疑似的に数値化された心理的価値を評価判定基準とする。このとき、心理的価値

は参照点である必要条件は 0（ゼロ）点のニュートラルポジションとし、区分定義部また

は条件値定義部の十分条件に設定された満点値、絶対条件に設定された及第点値に示す範

囲値を採る（図Ⅲ.6.(2).②）。なお、条件が指定されていないときは満点を 100 点、及第点

を-200 点とする。 

さらに、この条件下における当該生産条件に該当する先行生産条件がスケジュール配列

上の何台前に存在するか見つけ出し、その相対的位置関係から 1 を減じた数値を投入間隔

台数とする。このとき、その投入間隔台数が十分条件より大きい場合は即時合格とし、今

回の配列順序として確定することとなる。絶対条件より小さい場合は不合格とする。そし

て、絶対条件を満たすものの、十分条件を満たせない場合は、求めた投入間隔台数を基に

先の利得損失曲線から利得または損失として数値化された疑似的心理的価値を求め、評価

判定する。この心理的価値がプラスのときが利得の得られている状態、マイナスのときは

損失の状態であり、生産条件間の調停や比較によって選択意思決定が必要な状態として扱

うものとする。ここに、プロスペクト理論の応用による損失の最小化（利得の最大化）と

いうスケジューリング担当者に代わる生産意思決定代替が実現される。 

  
 

 
  
 図Ⅲ.6.(2).② 投入間隔と心理的価値変換 
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③ スケジューリング処理結果の記録 

生産条件による評価判定結果は、その利得と損失による評価成績とともに工程計画案と

して記録する。その時のスケジュール配列の並び順の情報は「工程計画順列表」に、配列

1 件ごとの評価成績は「工程計画成績表」に記録する。このとき、評価判定の記録結果が

十分条件を満たすものであれば即時に合格とし、次の順序へと処理を進め、「①計画配分と

スケジュール配列生成」より繰り返す。評価判定結果が十分条件を満たすものでなければ、

同順序の次の候補を求めるため「①計画配分とスケジュール配列生成」より繰り返す。 
ただし、同順序のすべての候補について評価判定し十分条件を満たすものがなかった場

合、絶対条件を満たすものの中から最小損失（最大利得）の生産条件候補を受容可能な合

格扱いとして記録のうえ次の順序へと処理を進め、「①計画配分とスケジュール配列生成」

より繰り返す。すべての候補が絶対条件を満たすことができなかった場合、その不合格の

原因となった生産条件のスケジュール順序まで遡り、「①計画配分とスケジュール配列生

成」よりやり直す。このやり直しは、前回決定よりも損失のある（条件の悪い）生産条件

をあえて選択することによって、局所的な損失があっても全体的には利得のある結果が得

られるようにその問題解決を狙うものである。 
これらプロスペクト理論の応用により損失の最小化（利得の最大化）、または損失時のリ

スク選好というスケジューリング担当者に代わる生産意思決定代替を実現する。 

(3) 工程計画選択（最終意思決定） 

本項「工程計画選択」の中心的役割は、スケジューリング処理結果として記録された複

数の工程計画案の中から選択し、工程計画を確定させるためのスケジューリング担当者の

最終的意思決定支援にある。このため、「工程計画選択」は機能として複数の工程計画案を

利得と損失による評価とともに提示（表示）し、担当者の最終的意思決定によって工程計

画を確定させる過程とそのしくみを持つ。そして、工程計画案毎の配列順と配列順 1 件ご

との生産条件および評価値のリスト情報なども提供可能とし、スケジュール担当者の判断

による最終意思決定を支援する。 
スケジューリング担当者または関係者に対する工程計画案の提示は、工程計画成績表に

記録された評価判定結果を基に工程計画案別にリスト表示する。そして、その中から最終

意思決定し、工程計画を選択することを促す。リスト表示は、該当スケジュール配列の合

格／不合格区分の情報の全件が合格であることが条件となる。 
そして、工程計画案の提示順は、プロスペクト理論に基づき最小損失（最大利得）とな

るよう心理的価値の合計点の高い順にリスト表示することを基本（規定）とする。ただし、

この提示順は選択可能とし、必要条件満足件数の多い順または少ない順、必要条件を満足

する心理的価値（プラス値）の合計点が高い順、必要条件を満足できない心理的価値（マ

イナス値）の合計点が高い順、心理的価値の平均値に対する標準偏差のマイナス振幅幅が
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小さい順など、多面的評価指標により提供する。それは、最終意思決定を人間に委ね、ス

ケジューリング担当者の価値判断に基づき、あえて損失のある（悪い条件の）生産条件を

選択することが、局所的な損失があっても全体的には利得となり、納得性の高いスケジュ

ーリング処理結果につながる可能性を持つとの考えに立つものである。また、これは選択

肢のすべてが損失のとき、リスク選好的な行動意思決定をするというプロスペクト理論の

知見を応用するものでもある。（図Ⅲ.6.(3)の①～③に示す） 
なお、スケジューリング処理結果としての工程計画案は、スケジューリング担当者によ

るスケジュール配列の修正手直しを可能とする。そして、修正後のスケジュール配列は生

産条件に基づいて再評価し、工程計画案として追加記録する。これもまた、選択肢のすべ

てが損失のとき、リスク選好的な行動意思決定をするというプロスペクト理論の知見の応

用によるものである。それは、スケジューリング処理結果に対してスケジューリング担当

者自身が手直しした工程計画案を加え、それらの中から満足度の最も高い工程計画を選択

することを可能とし、とりわけ「納得性」の向上が期待できる。（図Ⅲ.6.(3)の④に示す） 
このように最終意思決定を人間に委ねることは、とくに中小企業のように生産管理デー

タの整備が不十分か、整備されていないことに起因する生産条件の精度不足に対してスケ

ジューリング処理結果を補正し、スケジューリング担当者による最終調整により柔軟な業

務運用を可能とする。また、飛込み受注に対する生産着手順序の優先割り付けなど、例外

処理への柔軟な対応も可能とする。 

 

 
  
 図Ⅲ.6.(3) 最終意思決定とその支援 
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7 新しい生産スケジューリングの効果とまとめ（実用化提案と実現機能） 

この新しい生産スケジューリングによって何が解決できたのか、スケジュール配列の生

成から制約条件判定における特徴的場面について図を交えながら、そのアルゴリズムと処

理結果を詳述する。それぞれの場面ともにスケジュール配列の生成は、期間生産計画にお

ける生産条件の生産計画数量比に基づき平準化して配分されるよう、その出現率にしたが

って順次候補を決める。そして、この配列候補と前方に位置する該当生産条件との間隔（投

入間隔）を生産条件にしたがい心理的価値へ変換し、投入可否を評価判定する。なお、出

現率が同じ場合は生産条件による制約が厳しい（投入間隔台数条件が大きい）もの、次に

複合生産条件の製品かつ、その対象個別生産条件の件数が多いものを優先する。 
その基本となる稼働日 1 日分の生産計画を、下図「生産型式別生産計画（仕様内訳）」（図

Ⅲ.7 左側）に示す。各製品型式（A,B,C,H,I,J）が 1 台ずつ、その製品系列（ⅰ,ⅱ）内訳

がそれぞれ 3 台、その仕様内訳は a が 2 台、b が 1 台、c が 2 台とする。このときの製品

系列および仕様による生産条件を「系列および仕様別内訳と生産条件」（図Ⅲ.7 中央部）

とした。この稼働日 1 日分の生産計画を提案する新しい生産スケジューリングによって処

理した場合、「スケジューリング処理結果（スケジュール配列）」（図Ⅲ.7 右側）に示す結

果となる。この処理結果を先行する確定済みのスケジュール配列順序とし、翌稼働日の生

産計画も同様台数とする前提において、制約条件判定場面ごとにその処理を詳述する。 
ただし、翌稼働日分の処理結果も新しい生産スケジューリングによって処理した場合、

生産条件間の調停が正しく図られ同様の処理結果となる。そこで、制約条件判定場面にお

ける解説は、先行する確定済みのスケジュール配列順序の直後にどのような生産条件の製

品型式が配列候補となったときに、どのような状況となり調停処理が図られるかを示すも

のとした。 

(1) スケジュール配列候補が十分条件を満足するとき 

先行する確定済みのスケジュール配列順序（I,C,H,A,J,B）に対し、今回のスケジュール

配列候補は、出現率および生産条件制約の厳しさによる優先順に従い製品型式 I,J,H,C,B,A
の順序となる。その今回配列候補 1 番目の製品型式 I は、製品系列ⅱと製品仕様 b を有し

  
 

 
  
 図Ⅲ.7 計画台数とスケジューリング処理結果 
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ており、先行する確定済みのスケジュール配列に対して製品系列ⅱと製品仕様 b を持つ製

品型式との間の投入間隔を判定する。まず、製品系列ⅱは先行する製品型式 J がその対象

となり、その間の投入間隔として 1 台が確保できるので十分条件を満たしている。次に、

製品仕様 b は先行する同じ製品型式 I が対象であり、投入間隔として 5 台が確保できるの

で十分条件を満たしている。 
この結果、配列候補 1 番目の I は、有しているすべての生産条件について十分条件を満

たし、十分な利得が得られるので即座に合格として扱う。そして、2 番目以降の候補につ

いては判定処理を行わない。（図Ⅲ.7.(1)） 

これは、該当選択は他の条件判定を待つまでもなく、十分な利得を得ることができるも

のであるという人間に代わるロジック的評価による選択を可能としたものである。 

(2) 絶対条件を満足するが十分条件を満足しないとき 

十分条件を満足する製品型式が存在しない場合、すべての配列候補について制約条件判

定を行い、処理結果の中から必要条件を満足する場合は最大利得を、絶対条件を満足する

ものの、必要条件を満足しない場合は最小損失の製品型式を今回の配列順序とする。 
前者の必要条件を満足する場合、対象とするスケジュール配列候補は前記(1)の処理に対

し十分条件が成立する I および H を除く製品型式 J,C,B,A の順序とする。1 番目の製品型

式 J は、製品系列ⅱと製品仕様 c を有しており、これらを持つ製品型式との間の投入間隔

  
 

 
  
 図Ⅲ.7.(1) スケジュール配列候補が十分条件を満足するとき 
  



 

105 
 

を判定する。まず、製品系列ⅱは先行する同じ製品型式 J との間の投入間隔として 1 台が

確保できるので十分条件を満たしている。次に、製品仕様 c は同じく製品型式 J との間の

投入間隔 1 台であり、十分条件の 2 台は満たせないものの、必要条件は満たしている。2
番目の製品型式 C は、製品系列ⅰと製品仕様 a および c を有している。製品系列ⅰは先行

する製品型式 B との間の投入間隔は 0 台であるが絶対条件と必要条件は満たしている。ま

た、製品仕様 c は先行する同じ製品型式 J との間の投入間隔は十分条件の 2 台は満たせな

いものの、必要条件の 1 台は満たしている。しかし、製品仕様 a は同じく対象の先行する

製品型式 B との間の投入間隔が 0 台であり、絶対条件の１台を満たせないため不合格とな

る。3 番目の製品型式 B もまた製品系列ⅰと製品仕様 a を有している。製品系列ⅰは先行

する同じ製品型式 B がとの間の投入間隔は 0 台であるが絶対条件と必要条件は満たしてい

る。しかし、製品仕様 a は対象となる先行する同じ製品型式 B との間の投入間隔が 0 台で

あり、絶対条件の１台を満たせないため不合格となる。4 番目の製品型式 A は、製品系列

ⅰを有している。製品系列ⅰは先行する製品型式 B との間の投入間隔は 0 台であり、十分

条件は満たせないものの絶対条件と必要条件は満たしている。これらの判定結果、1 番目

の製品型式 J が必要条件を満たし、かつ最大利得を得ることができるので合格とし、今回

順序として決定する。（図Ⅲ.7.(2)a） 

 

 

  
 

 
  
 図Ⅲ.7.(2)a スケジュール配列候補が必要条件を満足するとき（最大利得） 
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後者の必要条件を満足しない場合、今回スケジュール配列候補は前者に対し製品型式 J
を除く製品型式 C,B,A の順序となる。その制約条件判定処理は、前者と同様に絶対条件を

満たすことのできない 1～2 番目の製品型式 C,B は不合格とする。3 番目の製品型式 A が

絶対条件を満たし、かつ最小損失なので合格とし、今回順序として決定する。（図Ⅲ.7.(2)b） 
いずれの場合においても、プロスペクト理論を応用することによって最小損失（最大利

得）のものを選ぶべきであるという人間の意思決定を代替する評価判定を実現し、スケジ

ュール配列の選択を可能としている。ただし、(3)に示すような配列候補のすべてが不合格

となり確実に損失を被るような状況においては、スケジューリングの蒔き直しという形の

リスク選好的選択をする。 

(3) 配列候補のすべてが不合格のときのスケジューリングの蒔き直し 

(1)の処理および(2)の処理に対して、十分条件が成立する I,H と絶対条件が成立する J,A
を除く製品型式 C,B を今回スケジュール配列候補順序とするものである。1 番目の製品型

式 C と 2 番目の製品型式 B は、ともに(2)の処理で示したように対象となる製品仕様 a に

ついて先行する製品型式 B との間の投入間隔が 0 台であり、絶対条件１台を満たせないた

め不合格となる。そのとき、不合格となった制約条件判定先まで遡り、そこを再開順序と

してスケジューリング処理をやり直す。これは、すべて不合格（大きな損失）という状況

下においては、やり直しというスケジュールの蒔き直しによって、起死回生の挽回が図れ

  
 

 
  
 図Ⅲ.7.(2)b スケジュール配列候補がすべて損失のとき（最小損失） 
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る可能性もあり、すべてが損失という状況下にあってはリスク選好的な行動意思決定をと

るという人間に代わる評価判定を実現するものである。（図Ⅲ.7.(3)a） 

なお、スケジュール蒔き直しについては、詳述するために配列候補のすべてが不合格と

なる生産条件モデルを別途設定し解説する。それは、製品型式 A が 2 台、製品型式 B が 2
台、製品型式 C が 2 台、製品型式 H が 1 台、製品型式 I が 1 台、製品型式 J が 2 台の合

計 10 台が計画されている。その内訳は、製品系列ⅰが 6 台、ⅱが 4 台、そして製品仕様 a
が 4 台、b が 1 台、c が 4 台とし、それぞれに期待される投入間隔を求め、投入間隔台数

を設定する。製品仕様については、連続が発生しないように製品仕様 a、b、c ともに絶対

条件として投入間隔が 1 台に設定されている。（図Ⅲ.7.(3)b の左側上） 
この条件下、既存スケジューリングを用いて禁止則に基づき調整を図ろうとした場合、

スケジュール配列の最後に製品仕様 c の連続が発生してしまう。そのため、製品仕様 c の

投入間隔を 1 台以上確保したいというスケジューリング担当者の期待に応えた結果を得る

ことができない。（図Ⅲ.7.(3)b の左側下） 
これに対し、新しい生産スケジューリングによるスケジュールの蒔き直し処理は、まず

最初に不合格となった製品 C の対象先の製品 J からやり直す。しかし、うまく連続を回避

できないため、製品 B からやり直す。それでもうまく行かないため、さらに製品 I まで順

次遡ってスケジューリングのやり直しを実行した結果、すべての条件を満たすスケジュー

ル配列が得られた。（図Ⅲ.7.(3)b の右側） 

  
 

 
  
 図Ⅲ.7.(3)a スケジュール配列候補がすべて不合格（スケジュール蒔き直し） 
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このように、プロスペクト理論を応用することによって、すべて選択肢について条件を

満たすことができず確実に損失が発生する場合、人間に代わって既に決定済みの有利な条

件に代えて、あえて不利な条件を選択し処理をやり直すというリスク選好的な選択を行い、

意思決定代替することによって問題解決を実現している。 

Ⅳ 研究結果とその考察 

次世代生産システムにおける新しい生産スケジューリング手法を提案し、生産スケジュ

ーリング問題における生産条件の「網羅性」、スケジューリング結果への「納得性」、生産

条件間の「調停」という 3 つの課題を中心に研究を進めた。この新しい生産スケジューリ

ング手法がどのような機能を果たし、生産スケジューリング問題を解決できるのか、この

研究結果の意義について考察する。 
第 1 章「Ⅰ研究の背景と目的」においても述べたように、既存の生産スケジューリング

が生産工程または生産設備を対象とし、主として OR 的アプローチにより生産工程または

生産設備からの産出量（output）を評価し、効用の最大化や最適な生産順序を求めること

にあった。しかしながら、生産を決定づける要因は多岐にわたり生産条件のすべてを網羅

することは現実的に難しく、人間の能力には限界があるから処理結果が正しいと確信し納

得できるとも限らない。既存の生産スケジューリングにおいて扱う生産条件は、制約条件

として与えられるものであるから、あくまでも「やってはいけないこと」、「あってはなら

ないこと」を示しているのであって、「してほしいこと」、「なってほしいこと」を求めてい

るわけではない。ここに納得性が得られない理由があるのではないか考えた。また、「納得

性」が経験や勘などに基づき事象から受ける印象または感覚（スケジューリング担当者の

心理的 input）という形のない人の内面の問題を取り扱うものであることに着目し、心理

的価値評価により生産意思決定を図ることが有効であると考えた。この仮説に基づき行動

  
 

 
  
 図Ⅲ.7.(3)b スケジューリングの蒔き直し 
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経済学の知見を応用した新しい生産スケジューリングが前章の「Ⅲ.行動経済学に基づく生

産スケジューリング」であった。 

その結果は、「Ⅲ.7 新しい生産スケジューリングの効果とまとめ（実用化提案と実現機

能）」に示したように、生産順序問題におけるそれぞれの意思決定判断の場面において、人

（担当者）の意思決定を代替しうる生産スケジュール配列を作成するものであった。また、

生産条件の「網羅性」が高まり条件競合が起きた場合、生産条件の心理的価値への変換に

よって条件間の「調停」を図り、利得と損失の関係によってうまく調整できている。とり

わけ、「Ⅲ.7.(3) 配列候補のすべてが不合格のときのスケジューリングの蒔き直し」に示し

た結果は、既存の生産スケジューリングが OR 的アプローチを採る場合に生じやすい禁止

則対象条件が最後に残ってしまう（または、条件を甘くすると対象条件が前方に偏る）と

いう合理性の罠24)ともいうべき事象に対して、生産条件が成立しない相手先まで遡りやり

直し、あえて不利な条件を選択する中から問題事象の打開を図ることを実現している。こ

れは、処理が意図するように進まないときには自動的にやり直したり、別の解決方法を見

出し問題解決するなど、まさにスケジューリング担当者が考える「してほしいこと」、「な

ってほしいこと」を代行するものであり、納得性の向上にも寄与するものである。 
これらは、生産スケジューリングにおいて DB の活用とそのデータ管理技術の応用が生

産条件の「網羅性」を高め、行動経済学の知見の応用がスケジューリング結果への「納得

性」を確保するための生産条件間の「調停」機能として重要な役割を果たすとともに、人

（スケジューリング担当者）の意思決定を代替し、納得性が得られる工程計画の立案に対

して有効であることを立証するものである。 

Ⅴ 新しい生産スケジューリングの実現と今後の課題 

Ⅲ章において、次世代生産システムにおける新しい生産スケジューリングへの行動経済

学の知見の応用についてその有効性を示した。また、これは既存の生産スケジューリング

が「納得性」を確保できず人の介在を必要とした問題に対して、「納得性」の向上が人の介

在する場面を減少させ、次世代生産システムが目指す生産連動に対しても有効であり、本

研究の問題認識に対する答えになるものとなった。 
ここでは、生産スケジューリング問題の課題とした生産条件の「網羅性」、スケジューリ

ング結果への「納得性」、生産条件間の「調停」について研究を振り返り、課題解決の方策

と今後の課題を整理する。 

1 「網羅性」、「納得性」、「調停」の解決 

まず、「網羅性」については、構造化問題に従えば問題を完全に構造化することは困難

であるから、生産条件のすべてを網羅することは不可能である。限定された合理性に従え

ば、そもそも人間は大体のところで満足しているのであるから、生産スケジューリング時

の処理条件である生産条件は、スケジューリング担当者が処理結果に反映させたい経験に



 

110 
 

基づく関心事のみを条件設定すればよいと考える。ただし、個別生産条件を複数持つ複合

生産条件の製品（部品）が存在する場合、該当する複数の個別生産条件間の干渉によって

投入間隔をうまく調整することができない。この課題に対しては、個別生産条件の組合せ

を複合生産条件として自動的に生成、増殖させることによって解決を図ることができる。

第 3 章の「Ⅲ.6.(1).③ 複合生産条件の自動生成」において述べたように、いったん自動生

成した複合生産条件と関連する複数の個別生産条件を同列の生産条件として扱い、その投

入間隔を調整する。それから、複合生産条件を構成する複数の個別生産条件に分配するこ

とにより個別生産条件の投入間隔を調整することができる。すなわち、複合生産条件の自

動生成は、生産条件の網羅性を高めるとともに投入間隔をうまく調整処理し、納得性の確

保にもつながる。また、この複合生産条件はスケジューリング担当者がとくに強く関心を

示す特定の個別生産条件に固執するあまり、その代表性バイアスによって他の個別生産条

件との関係性を見落とし、特定の個別生産条件に引きずられてスケジューリング処理結果

に対して偏った期待を抱くことの防止効果も併せ持つ。 
次に、「納得性」については、そもそも人間は大体のところで満足しているのであり、

スケジューリング担当者の満足のゆくスケジューリング結果への期待は、結果に対する担

当者の関心事についての納得性である。そして、担当者の経験則に基づくものであるから

バイアスをともなう。よって、満足のゆく結果とは必ずしも最適解である必要はなく、担

当者が確からしさを確信できる（満足できる）ものであればよい。スケジューリング担当

者の関心事であるスケジューリング処理の肝となる生産条件を確実に把握したうえで生産

計画を正しく認識し、その生産計画に基づき投入間隔台数などの生産条件値を求めること

によって、係留効果などのバイアスに起因する誤った期待値を生じさせないための方策を

採ることによって納得性が確保できる。 
また、先行する確定済みのスケジュール配列に対して、その後方へ加える新たな配列の

選択過程において、それぞれの配列候補へ設定された生産条件に基づき生産制約上の利得

および損失により評価することは、人間が利得よりも損失には敏感に反応し損失の少ない

ほうを選ぶという「プロスペクト理論」に基づくものであり、損失が最小となる新たなス

ケジュール配列の提供を優先することが結果の納得性につながる。 
さらに、すべての処理結果が損失の場合、個々の配列を見て選択できるようにすること

は、部分的に目立つ大きな損失があっても利益を得る部分も多く含まれる受容可能な工程

計画を見い出すことができ、そこから納得性を得ることも可能となる（損失に対する選択

のギャンブル性）。それは、損失となる結果が多いほど機能を発揮し、損失の中に埋もれて

いる利得を探し出す効果を生む。例えば、実際のライン作業の場合、流れてくる作業負荷

の高い箇所が特定できれば、作業応援によってカバーすることもできる。この負荷の高い

箇所が少ない方が応援による対応は取りやすく、多ければ応援能力（対応可能人員）を超

えてしまい、ライン停止につながる。これを、ベルヌーイの理論（=期待効用理論）に基

づき合理的に判断しようとすれば、配列選択において選択可能な生産条件がなくなってし
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まったり、すべての処理結果が損失の場合、選択できるものがなくなるか、受容可能な結

果を見落としてしまう可能性がある。これに対し、「プロスペクト理論」に基づく損失に対

する選択のギャンブル性の適用は、その解決策となる。 
最後に、「調停」については、スケジューリング処理過程においては、どちらを選ぶべき

かという背反関係にある生産条件間の競合事象が発生する。この場合、得点より失点に注

意し、損失の少ないほうを選ぶという「プロスペクト理論」に基づく条件選択によって条

件間の調停を図り問題解決することができる。また、すべて損失という場合においても、

前述の納得性でも触れたようにその中から損失の少ないものや、部分的に目立つ大きな損

失があっても利益を得る部分も多く含まれる受容可能な工程計画を見い出すことも可能と

なる。これらの研究から、人間が限定された合理性の中で意思決定しているという状況に

おいて、行動経済学の知見を活用することは係留効果などバイアスによるヒューリスティ

クスを防ぎ、生産条件の「網羅性」、スケジューリング結果への「納得性」、生産条件間の

「調停」という 3 つの重要な課題に対する問題解決を図ることに繋がる。それは、次世代

生産システムの生産スケジューリングを実現し、生産意思決定するうえで有用であること

を示している。 

2 実用化のための課題 

新しい生産スケジューリングの有効性が確認されただけで実用化できるわけではない。

それを実用できるものとするためには、業務モデルの構築とその人材、システム構築と人

材、そして設備投資費用などの問題解決を図る必要がある。とくに中小企業は、大企業と

比べて相対的に生産管理レベルが低いことも多い。生産スケジューリングをより効果のあ

るものとするためには、他業務と連携させたり新たなデータ管理の必要性が出てくること

も想定される。その場合、生産管理とその周辺業務に精通した人材の確保が重要となる。 
まず、業務モデルの構築については新しい生産スケジューリングを業務オペレーション

にどのように組み込むのか、または業務モデル全体を再構築するのかという問題である。

このときに課題となるのが、業務モデルを企画設計し、運用を定着させることのできる人

材の確保である。それを困難とする要因としては、業務モデルが戦後復興を支えた戦前生

まれ世代や高度成長を支えた団塊世代の創意工夫によって構築されたものであることが多

いこと。団塊世代が退職した現在、以前からそうしているという理由で運用され続けてい

る場合や、属人化されていたり、業務の内容が暗黙知化されている場合もある。 
次に、システム化およびシステム導入にあたり、システムの企画設計と開発運用して行

くことのできる人材の確保が課題となる。企業システムは団塊世代が必要に迫られて情報

通信技術を活用し創意工夫しながら構築してきたものも多く、団塊世代が退職した現在、

処理内容がブラックボックス化したり、退職を前に市販の ERP パッケージにリプレース

され、それが新たなブラックボックスとなっている場合がある。 
そして、最後に残るのはこれらに対応するための費用問題である。人材が確保できない
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場合は、新たな人材を外部から採用したり、コンサルテーションサービスを活用すること

になる。また、システム開発であれば外部委託も選択肢となる。 

3 中小企業における IT 導入と生産性改革（今後の研究課題について） 

この新しい生産スケジューリングは、大企業と比べて相対的に生産管理レベルが低く、

生産管理データの整備が不十分か、整備されていないことも多い中小企業にあっても機能

できるように生産条件の設定さえすれば機能することを前提としている。しかしながら、

さらに次世代生産システムとして機能発揮させ生産革新を図るためには、生産条件として

生産管理データを活用したり、処理結果としての工程計画を製造工程や生産設備へ直接連

携させたり、工程計画を「見える化」のための基準情報（ものさし）として活用すること

により生産統制の管理精度を向上させる必要がある。 
また、中小企業の現状に目を向けると、業務モデルを企画設計し運用を定着させること

のできる人材や、システム化について企画設計し開発運用して行くことのできる人材が少

ないという問題が存在する。そして、高額の投資負担の問題も存在する。いずれも中小企

業にとって重い課題である。これらを念頭に、今後は中小企業が次世代生産システムを導

入し、生産革新を図るための課題とその取り組みについて研究を進める。 
 
                   （本学 大学院社会システム研究科 院生） 

                    （本学 地域戦略研究所 教授） 
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〔注〕 
1) 網羅とは「もらすことなく、すべてに及ぶこと」（新村出編(1991)『広辞苑第四版』岩

波書店）である。ここでは、網羅性をスケジューリング担当者が対象条件としたいとす

る条件の中で実際にどれを条件として採用できたか、その度合いとして扱う。 
2) 納得とは「承知すること。なるほどと認めること」（新村出編(1991)『広辞苑第四版』

岩波書店）である。ここでは、納得性をスケジューリング担当者が対象とした条件に対

し、スケジューリング処理結果が期待どおりであり、承知できるものであるかという心

理的な満足の度合いを意味するものとして扱う。 
3) 調停とは「当事者双方の間に第三者が介入して争いをやめさせること」（新村出編(1991)

『広辞苑第四版』岩波書店）である。ここでは、調停をスケジューリング処理過程にお

いて与えられた条件の中、複数の条件が採用するか否かの対象となったときに、それぞ

れの条件の優劣を評価判断のうえ優れた方を採用し劣る側を引き下がらせるよう、あた

かも仲裁するかのような振る舞い（処理）として扱う。 
4) スケジューリング処理結果、立案された生産スケジュールは生産する工程と作業の行程、

タイムスケジュールを予定するものとして、本研究においてはこれを工程計画と呼ぶ。 
5) ダニエル･カーネマン（Daniel Kahneman,1934-）は認知心理学者で専門は意思決定論

および行動経済学。不確実な状況下における意思決定モデル「プロスペクト理論」など

の業績により 2002 年度ノーベル経済学賞受賞。「プロスペクト理論」などはトベルス

キーとの共同研究によるもの。 
6) エイモス・トベルスキー（Amos Tversky,1937-1996）は、心理学者。カーネマンの共

同研究者であり、カーネマンの 2002 年度ノーベル経済学賞受賞前の 1996 年に没。 
7) 関心とは、ある対象に向けられている積極的・選択的な心構え、または感情（出所：新

村出編(1991)『広辞苑 第四版』岩波書店）であり、ここで扱う関心事は生産スケジュ

ーリング時の生産条件としたい製品仕様などの対象事項を指す。 
8) ハーバート A・サイモン（Herbert Alexander Simon,1916-2001）はコンピュータ科学、

心理学の世界的権威で、1978 年度ノーベル経済学賞受賞。 
9) 代表性ヒューリスティックとは、人がものごとを判断するときに、その論理や確率によ

らず、その判断対象の典型的な特徴によって判断することをいう。 
10) 利用可能性ヒューリスティックとは、問題の頻度や大きさを見積もるときに記憶の中か

ら同種の例を呼び出し、その事例が頭に思い浮かぶたやすさによって頻度や大きさを

判断することをいう。 
11) 係留ヒューリスティックとは、ある未知の数値を見積もる前に何らかの特定の数値を

示されると、見積もりはその特定の数値の近くにとどまったまま離れることができな

いことをいう。 
12) 代表性バイアスとは、人がものごとを判断するときに、その判断対象の典型的な特徴

に引きずられてしまい、その判断に偏りが生じることをいう。 
13) 利用可能性バイアスとは、問題の頻度や大きさを見積もるときに記憶の中から同種の

例を呼び出し、その事例が頭に思い浮かぶたやすさによって頻度や大きさの判断に偏

りが生じることをいう。 
14) 係留バイアスとは、ある未知の数値を見積もる前に何らかの特定の数値を示されると、

その特定の数値の近くにとどまったまま離れることができなくなり、見積もりに偏り

が生じることをいう。 
15) ベルヌーイの理論とは、スイスの数学および物理学者ダニエル・ベルヌーイ（Daniel 

Bernoulli,1700-1782）が提唱した期待効用理論を指す。不確実な状況下における合理

的な意思決定判断は、結果に関する効用の期待値に基づいてなされるとする理論であ

る。利得期待値が無限大の賭であっても、大金を払ってまで参加する者はいないこと

を、人々が効用関数を持ち、効用の期待値を最大化するかのように振る舞う行動によ

って説明している。 
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16) 製品系列（product line）とは、JIS において「特定の製品について、その代表的な属

性に変化を付けて設計した仕様の異なる一連の製品 JIS Z8101-3107」と定義されて

いる。例えば、冷蔵庫の容量、自動車の社格（サイズや車名、またはその派生車種（フ

ァミリー））による分類がこれにあたる。 
17) 型式（model）とは、「航空機・船舶・自動車などの、基本的な構造・設備・外形によ

って分類する、特定の型。モデル」（出所：新村出編(1991)『広辞苑 第四版』岩波書

店）であり、ここから製品の系列や機能、仕様などの特性を知ることができる。 
18) データベース（DB：database =「情報の基地」の意）とは、系統的に整理・管理され

た情報の集まり。特にコンピュータで、様々な情報検索に高速に対応できるように大

量のデータを統一的に管理したファイル。また、そのファイルを管理するシステム。

（出所：新村出編(1991)『広辞苑 第四版』岩波書店） 
19) 材料部品表（bill of material）とは、部品表または部品構成表とも呼ばれ、JIS におい

て「各部品（製品も含む）を生産するのに必要な子部品の種類と数量を示すリスト。

備考 1：部品の親子関係の連鎖からこれを木構造で表現したストラクチャ型（structure 
type）と表形式で示したサマリー型（summary type）がある。備考 2：部品展開を行

うときの基礎資料となる JIS Z8142-3307」と定義されている。 
20) QC 工程表（QC process chart）とは、1 つの製品の原材料、部品の供給から完成品と

して出荷されるまでの工程の各段階での、管理特性や管理方法を工程の流れに沿って

記載した表である。（出所：日本経営工学会編(2002)『生産管理用語辞典』日本規格協

会） 
21) 作業標準（operation standard）とは、製品または部品の各製造工程を対象に、作業条

件、作業方法、管理方法、使用材料、使用設備、作業要領などに関する基準を規定し

たもの。（出所：日本経営工学会編(2002)『生産管理用語辞典』日本規格協会） 
22) 期間生産計画とは、長期期間の生産計画を指す場合もあるが、ここでは特定の計画日程

範囲における生産計画を指す。具体的には、月次生産計画であれば月頭稼働日から月

末稼働日、週次計画であれば週初日から週末稼働日、日次計画であれば該当稼働日の

生産計画をいう。 
23) 出現率とは、ある事象が出現する確率であり、ここではスケジュール配列をつくるため

に製品型式や対象生産条件を配分するときの製品型式や対象生産条件が出現する確率

をいう。基本的には、出現率が期間生産計画における製品型式や対象生産条件の計画

比に等しくなるように配分を繰り返す。 
24) 合理性の罠とは、自分の持っている範囲内の知識や限られた情報の下で最大の効果を

得ようとして合理的な選択をしたとしても、求める結果が範囲外の知識や情報に起因

するものであれば最大の効果が得られないばかりか、逆に部分最適となったり最小効

果となる悪い結果を選択してしまう状況を指す。 
 
〔参考文献〕 

Daniel Kahneman(2011a),Thinking Fast and Slow,Brockman(ダニエル･カーネマン著,
村井章子訳(2012a)『ファスト＆スロー あなたの意思はどのように決まるか 上』早
川書房). 

Daniel Kahneman(2011b),Thinking Fast and Slow,Brockman(ダニエル･カーネマン著,
村井章子訳(2012b)『ファスト＆スロー あなたの意思はどのように決まるか 下』早
川書房). 

Herbert A.Simon(1977),revised edition The New Science of Management 
Decision,Prentice-Hall(ハーバート A.サイモン著,稲葉元吉/倉井武夫訳(1979)『意思決
定の科学』産業能率大学出版部). 

Herbert A.Simon(1997),Administrative Behavior: A Study of Decision-Making 
Processes in Administrative Organizations, Fourth Edition,The Free Press(ハーバー
ト・A・サイモン著,二村敏子/桑田耕太郎/高尾義明/西脇暢子/高柳美香訳(2009)『新版 経
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営行動 －経営組織における意思決定過程の研究』ダイヤモンド社). 
野村利則(2017)「生産スケジューリングの今日的課題」『地域戦略研究所紀要 第 2 号 2017

年 3 月発行』北九州市立大学, pp39-68 
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１.　地域課題研究

 地域戦略研究所では、北九州地域の「社会福祉」「産業経済」「都市計画」など

の分野に係わる諸問題について、学際的・総合的・客観的な立場から調査研究を

実施しています。今年度は各専任所員が、「大規模未利用地を活用した都市再生

事業のプロセスとその効果に関する研究」「文系女子大生の地元就職促進に向け

た調査研究」「「集客・にぎわい関連及びギラヴァンツに関する市民意識調査」「女

性触法者の社会復帰について」「立地適法化計画に関する研究」のテーマをそれ

ぞれ掲げ、地域課題解決に向けた政策提言へつなげるという視点から、各研究課

題に取り組みました。

２.　関門地域共同研究

北九州市立大学地域戦略研究所と下関私立大学附属地域共創センターが共同

で設立している「関門地域共同研究会」は、1994 年度から関門地域に関する調

査研究を行っています。

2017 年度の研究は、「人口減少」、「子どもの貧困」をテーマに取り組みました。

論文集『関門地域研究』Vol.27 は 2018 年 3 月末に公表を予定しています。

なお、2017 年 7 月 13 日（木）には、2016 年度の研究内容に関する成果報告

会を西日本総合展示場新館（北九州市小倉北区）で開催し、研究成果の地域還

元を図りました。報告会では 3本の研究報告に加え、福岡大学、北九州市消防局、

北九州市立大学生などをパネリストとして招聘したシンポジウム「地域防災と

復興」を実施し、関門地域における防災のあり方やまちづくりの方向性に関す

る議論を深めました。報告会には約 70 人の市民、関係機関等の方々に御参加い

ただきました。

３.　受託調査事業

　各種機関から地域が抱える諸課題を受託して、学際的・中立的な視点から調

査研究を行っています。これらの調査研究の成果は、各種機関の政策立案や評

価などに活用されるなど、地域社会の発展に広く貢献しています。

　今年度も、昨年度に引き続き、産業人材育成体制の構築や女性活用、学生就

職意向調査など、多岐にわたる業務を受託しました（以下、平成30年 2月末時点）。
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・プノンペン都の産業人材育成体制の構築（パートナー型）

・「子育て中の女性が働きやすい製造現場とは」調査研究委託業務

・学生就職意向調査に関する調査業務

・2017 シーズン・Jリーグスタジアム調査

・連携中枢都市圏ビジョンの改訂に係る資料作成業務

・「北九州ポップカルチャーフェスティバル 2017」における経済波及効果分析

４.　研究交流

2017 年 11 月 30 日から 12 月 2 日までの 3 日間、韓国・仁川発展研究院との研

究交流を行いました。本年度は本学において「ウォーターフロント地区におけ

るまちづくり」をテーマとした「研究発表会」を行い、発表者それぞれの専門

的立場から興味深い研究成果が報告されました。あわせて、シーサイドももち、

北九州エコタウンセンター、ＴＯＴＯミュージアム、門司港レトロ地区などの

現地視察を実施しました。

以下に、発表題目と発表者名（敬称略）のみ紹介いたします。

○「仁川海洋親水都市造成基本構想について」（仁川発展研究院　研究企画本

部　研究委員　KEY Yun Hwan）

○「仁川開港場の価値上昇プロジェクト」（仁川発展研究院　都市基盤研究室

　先任研究員　YUN Ha Yeon）

○「門司港レトロ地区の歩みと展望」（北九州市立大学地域戦略研究所　副所

長・教授　内田 晃）

○「北九州市と下関市の連携による日本遺産認定事業の展開と観光振興」（北

九州市立大学地域戦略研究所　教授　南　博）
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地域指向型アートプロジェクトの比較分析と 
地域活性化効果 

 
田 代 洋 久 

（法学部） 

生産スケジューリングの今日的課題 

野 村 利 則 

(大学院社会システム研究科 

院生) 

吉 村 英 俊 

(地域戦略研究所) 

研究ノート 
関西文化学術研究都市の構想と建設（2・完） 
－関西文化学術研究都市における民間イニシアティブと 
産官学連携の歴史－ 

石 川 敬 之 

（地域共生教育センター） 

 
※所属は発行時のもの 
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※所属は発行時のもの 

 
 
 

地域課題研究 

2017年 3月発行 

タイトル 執筆者（所属） 

文系女子大生の就業意識に関する調査研究 

－地元就職促進に向けて－ 

 

吉 村 英 俊 

(北九州市立大学地域戦略研究所) 

林  一 夫 

(株式会社北九州経済研究所 

上席研究員) 

 

自治体の奨学金等制度に関する調査研究 
－北九州市の奨学金返還支援制度を中心として－ 

宮 下 量 久 
(北九州市立大学地域戦略研究所) 

城跡および城下町を活かしたまちづくりに関する考察 
－城跡周辺エリアを対象とした計画の比較－ 

小 林 敏 樹 
(北九州市立大学地域戦略研究所) 

公共空間の占用許可制度とエリアマネジメントに関する 
研究 

 

内 田  晃 
(北九州市立大学地域戦略研究所) 
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2016 年度 地域課題研究 

北九州における集客イベントの効果と展望（3） 
2017年 3月発行 

 

はじめに 

 

［活動記録］ 

 

「北九州市立大学地域戦略研究所ギラヴァンツ北九州アーカイブ企画展」開催記録 

 

2017ギラヴァンツ北九州市民激励会 第１部 

「ギラ番記者が読み解く 2017シーズン」開催記録 

 

［調査データ］ 

 

ギラヴァンツ北九州 2016年スタジアム観戦者調査の集計データ 

執筆者（所属） 

南 博（北九州市立大学地域戦略研究所） 

 

2017年シーズン開幕直後のギラヴァンツ北九州および北九州スタジアムに対する 

市民意識調査の集計データ（速報） 

執筆者（所属） 

南 博（北九州市立大学地域戦略研究所） 
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関門地域研究  Vol.26 

関門地域におけるインバウンド 

子どもの貧困に対する自治体施策 

2017年 3月発行 

タイトル 執筆者（所属） 

第Ⅰ部 関門地域におけるインバウンド 

 

関門地域におけるインバウンド政策に関する調査研究： 

北九州空港・北九州港・下関港を事例として 

宮 下 量 久 

（北九州市立大学地域戦略研究所） 

内 田  晃 

（北九州市立大学地域戦略研究所） 

第Ⅱ部 子どもの貧困に対する財政支援・教育保障 

 

地方都市における子どもの貧困対策としての教育保障の 

展開 

寺田 千恵子 

（北九州市立大学） 

坂 本 毅 啓 

（北九州市立大学） 

難 波 利 光 

（下関市立大学） 

那覇市における子どもの貧困対策に関する考察 

－国・県からの財政支援と地域的なサービス－ 

難 波 利 光 

（下関市立大学） 

第Ⅲ部 平成２８年度関門地域共同研究会 成果報告会 

 

ミニシンポジウム「地方創生と関門観光－インバウンドの 

可能性」開催記録 

 

 

※所属は発行時のもの 
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地域戦略研究所 NewsLetter 第 5 号 （2017年 1月 1日発行） 

地域中小企業の海外展開を支援しています 

深谷准教授が「守屋研究奨励賞」受賞 

北九州市立大学創設７０周年記念公開講座 
「北九州スタジアム＆ギラヴァンツ北九州とまちづくり」開催 

 

 

地域戦略研究所 NewsLetter 第 6 号 （2017年 4月 1日発行） 

女性の活躍推進に取り組んでいます 

新設の「ミクニワールドスタジアム北九州」にて、研究所主催トークイベント 
「ギラ番記者が読み解く２０１７シーズン」開催 

 

 

地域戦略研究所 NewsLetter 第 7 号 （2017年 7月 1日発行） 

地域戦略研究所 研究報告会を開催しました 

関門地域共同研究会 成果報告会を開催しました 

 

 

地域戦略研究所 NewsLetter 第 8 号 （2017年 10月 1日発行） 

地域志向科目「北九州・下関地域の魅力ある企業を知る」開講 

柳 永珍 特任講師が着任しました 

 

※所属は発行時のもの 
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2017 年 事業日誌 
 

月 日 事 業 内 容 

１ 11 

14 

 

31 

【調査】下関市におけるインバウンド政策のヒアリング調査 

【コメンテーター】副都心黒崎開発推進会議「地域づくりマネージャー養成

塾」コメンテーター 

【JICA】「持続的な都市開発のための都市経営」コース 

２ 4、25 

 

15 

20 

21 

24 

27 

28 

【コメンテーター】副都心黒崎開発推進会議「地域づくりマネージャー養成

塾」コメンテーター 

【講演】女性のための就職応援講座「製造業で働きませんか？」 

【報告会】「北九州・下関まなびとぴあ」平成 28 年度事業報告会 

【調査】北九州市におけるインバウンド政策のヒアリング調査 

【調査】関門地域におけるインバウンド等に関する市民意識調査 

【講演】いちい会「製造業における女性活躍推進に向けて」 

【調査】北九州空港旅客路線誘致基礎調査 

３ 4 

 

11 

 

12～18 

 

13 

24～27 

・ 

 

・ 

【トークイベント】ミクニワールドスタジアム北九州でのトークイベント「ギラ番

記者が読み解く 2017 シーズン」 

【コメンテーター】副都心黒崎開発推進会議「地域づくりマネージャー養成

塾」コメンテーター 

【JICA】カンボジア・プノンペン＆ベトナム・ハイフォンでの調査「中古建設

機械・金属スクラップの市場調査及び商談」 

【調査】北九州市の奨学金返還支援制度に関する市民意識調査 

【調査】ギラヴァンツ北九州と北九州スタジアムに関する市民意識調査 

【調査】震災時における大学運営等に関するヒアリング調査等［神戸、長

岡、柏崎、八戸、石巻、熊本、玉名、名古屋など］ 

【寄稿】「『平成の大合併』の概要と中間評価」『九州経済調査月報』2017 年

3 月号 

４ 13 【委員会】関門地域共同研究会 平成 29 年度第 1 回運営委員会 

５ 11 

 

１9 

 

【講演】宗像・糟屋北部地域広域連携プロジェクト推進会議 プロジェクト検

討ワークショップ 

【報告会】第 2 回北九州市立大学地域戦略研究所研究報告会（西日本総

合展示場新館） 
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月 日 事 業 内 容 

６ 21 

25～29 

 

【講演】北九州雇用対策協会総会 

【JICA】産業人材育成事業にかかわる関係者協議（カンボジア・プノンペ

ン） 

７ 13 

13 

 

19 

【委員会】関門地域共同研究会 平成 29 年度第 2 回運営委員会 

【報告会】平成 29 年度関門地域共同研究会 成果報告会（西日本総合展

示場新館(AIM)） 

【講演】北九州市立年長者研修大学校・穴生学舎「ベトナム事情」 

８ 3～9 

5 

 

6～11 

 

17 

・ 

【海外調査】産業遺産及び BRT に関する現地調査（ドイツ他） 

【講演】日本学術会議第 23 期地域学分科会「北九州・下関まなびとぴあを

核とした地方創生モデルの構築」 

【JICA】産業人材の育成体制の構築にかかわる関係者協議（カンボジア・

プノンペン他） 

【講演】田川飛翔塾 

【ヒアリング】ミクニワールドスタジアム北九州に関するヒアリング対応 

９ 4～8 

19～20 

21 

21～26 

23 

27 

・ 

【開講】大学コンソーシアム関門「北九州・下関地域の魅力ある企業を知る」 

【調査】女性活躍推進にかかわる先進地調査（福井市、金沢市） 

【講演】北九州市立年長者研修大学校・周望学舎「ベトナム事情」 

【海外調査】四川大地震後の復興住宅に関する現地調査（中国） 

【調査】J リーグスタジアム観戦者調査 

【講演】なかまガイドの会定例勉強会（中間市地域交流センター） 

【ヒアリング】ミクニワールドスタジアム北九州に関するヒアリング対応 

１０ 12 

13～18 

 

・ 

【講演】エコテクノ「北九州におけるベンチャー企業の創出」シンポジウム 

【JICA】経営指導及び JICA 事業にかかる協議（ベトナム・ハイフォン、カン

ボジア・プノンペン） 

【委員会】関門地域共同研究会 平成 29 年度第 3 回運営委員会 
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月 日 事 業 内 容 

１１ 9 
10 
19 
 

25 
 

28 

【JICA】JICA 九州草の根技術協力事業実施団体会議 
【フォーラム主催】全国カレッジフットパスフォーラムｉｎ北九州（北九州市立大

学） 
【講演】福島県リノベーションまちづくり専門家派遣事業に係る講演（会津若松

市） 
【講演】日本遺産認定記念イベント「関門“ノスタルジック”海峡 青春グラフィテ

ィ」 
【講演】北九州商工会議所流通委員会卓話会 

１２ 1 
 

3～8 
7～9 
10 
 

12 
15 

【発表会】仁川発展研究院・北九州市立大学 共同研究発表会（北九州市立

大学） 

【JICA】JICA 事業にかかるキックオフ及び協議（カンボジア・プノンペン） 

【海外調査】BRＴに関する現地調査（中国・広州市） 

【講演】福島県リノベーションまちづくり専門家派遣事業に係る講演（会津若松

市） 

【視察対応】フィンランド オウル大学・VTT 技術研究センター視察対応 

【講演】東北大学大学院工学研究科都市・建築学専攻特別講義 
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